


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本報告書に記載される見解は、評価調査団によるものであり、必ずしもJICAを代表するものではない。 



序     文 
 

 日本は、政府開発援助（ODA）により開発途上国の人造り・国造りを支援しています。日本の

ODAに対する継続的な取り組みや、開発途上国の自助努力を支援する姿勢は、被援助国の開発に

大きく貢献し、高く評価されています。 

 一方、近年の厳しい財政事情により、ODA予算の見直しが行われていることを背景として、ODA

が開発途上国の国造り・人造りに役立っているのかという観点から、援助のアプローチの一層の

拡充、及び事業評価の充実が求められています。 

 JICAでは、開発途上国ごとに異なる多様な開発ニーズに的確に応えた効果的な協力を実施する

ために、国別アプローチによる戦略的な事業の展開を推進しています。あわせて、近年の成果重

視の事業運営の流れを反映し、プログラムアプローチの拡充が求められるなか、国別特設研修を

各開発途上国の国別援助実施計画の中で明確に位置づけ、同計画に沿って一層効果的に国別特設

研修を実施していくことが求められております。JICAにおいては、研修事業においても一国から

複数名以上の研修員を招へいする国別特設研修を戦略的に活用し、開発途上国が抱える国別の開

発課題にきめ細かく対応していくよう努めています。 

 こうした流れのなか、JICAにおける国別特設研修の改善に資することを目的として、国別特設

研修についてはこれまでの実績と現状について評価し、同研修スキームを効果的に活用すること

を目的として評価調査を実施することといたしました。 

 今後、本調査研究の結果を活用してJICAにおける事業の改善を図り、一層効果的・効率的な事

業の実施に役立てていく所存です。 

 最後に、本調査研究の実施にあたり多大なるご協力をいただきました各位に対しまして、心か

ら御礼申し上げます。 

 

 平成15年５月 

 

国際協力事業団 
理事 松井 靖夫 
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要     約 
 

１ 評価調査の概要 

１－１ 評価調査の背景と目的 

 JICAでは、開発途上国ごとに異なる多様な開発ニーズに的確に応えた効果的な協力を実施する

ために、国別アプローチ1による戦略的な事業の展開を推進している。そのなかで研修事業におい

ても、一国から複数名以上の研修員を招へいする国別特設研修を毎年増加させ、開発途上国が抱

える国別の開発課題にきめ細かく対応していくよう努めている。 

 しかし、JICAにおいては、国別特設研修を戦略的に活用する方針を打ち出したものの、これま

での実績と現状についての評価は行われていない。したがって、同研修を国別アプローチの推進

に向けて効果的に活用するために、現在の実施状況と協力効果の確認及び効果発現の促進・阻害

要因を分析して、評価を実施することとなった。なお、本評価から得られる今後の国別特設研修

の実施改善に係る教訓・提言は、JICA国内事業部・地域部・国内機関・在外事務所にフィードバ

ックすることを念頭に置く。 

 

１－２ 評価調査団の概要 
 

担 当 氏 名 所 属 

団長・総括（ベトナム） 長尾 眞文 広島大学教育開発国際協力センター教授 

団長・総括（南アフリカ） 坂元 浩一 東洋大学国際地域学部国際地域学科教授 

研修運営 奥田 久勝 筑波国際センター業務第二課 

副総括・国別事業実施計画（ベトナムのみ） 神崎 義男 アジア第一部計画課課長代理 

研修計画（ベトナムのみ） 上野 修平 アジア第一部計画課 

評価監理 岩間  望 JICA企画・評価部評価監理室 

効果分析 山本 郁夫 (株)アイ・シー・ネット 

実施状況調査（国内調査のみ） 山口 和久 (株)アイ・シー・ネット 

 

１－３ 調査実施年度 

 2001年10月～2002年１月 

  2001年10月～2002年１月 国内調査 

  2001年12月１日～12月８日 南アフリカ現地調査 

  2001年12月９日～15日 ベトナム現地調査 

 

 

                                                                                          
1 協力地形の効果を高めるために開発途上国の社会や経済、組織や制度の状況をつかみ、それぞれの国の特性にあった事業を
計画し実施すること。 



２ 評価の枠組み 

２－１ 評価対象 

 1996年以降実施された国別特設研修コースを対象とする。また、1996～2000年度までに実施さ

れた国別特設研修（延べ688コース）のうち、実績の多い南アフリカ共和国（延べ48案件563人）

及びベトナム社会主義共和国（延べ49案件444人）の２か国を現地調査対象国とする。 

 

２－２ 評価の視点 

 国別特設研修を評価し、教訓を導き出すにあたっては、まず国別特設研修の「本来目指してい

る効果」と実際の状況と比較する必要がある。しかし、評価調査実施時点においては、このよう

な「効果」について、JICA内で研修設置の前提条件などの形で明確に定められておらず、評価の

基準自体がない状態であった。このため、本評価においては調査を２つのステップに分け、まず、

JICA内での調査を行い、「国別特設研修の目指すべき効果」について、調査結果を用いながら調

査団としての見解を提示した。次に、その「目指すべき効果」と現状を比較するという方法を採

用し、以下の視点に沿って評価調査を実施することとした。 

  ① 国別特設研修は、JICA職員にどのように認識されているか。また、本来目指している効果

とはどういったものか 

  ② 国別特設研修はどのような効果をあげているか 

  ③ 国別特設研修の実施プロセスはどのようなものか。上記①で検討された効果を発現させる

ことが可能であるか 

  ④ 国別特設研修において、今後どのように評価を行っていけばよいか 

 

２－３ 評価方法 

 本調査では、既存の報告書や資料を用いた文献調査ののち、日本国内でJICA職員（地域部・国

内機関職員）及び研修実施機関（研修受入れ先）に対して、アンケート・インタビュー調査を実

施した。また、現地調査国である南アフリカとベトナムでは、相手国関係者（評価対象国の援助

窓口機関、評価対象コースに参加した研修員、派遣元機関等）へのアンケート・インタビュー調

査を実施した。 

 

３ 国別特設研修に対する認識と目指すべき姿 

３－１ JICA職員の認識 

 ２－２で説明したとおり、本評価においては、まず「国別特設研修の目指すべき効果」に対す

るJICA内での共通認識の有無、及びそれがどのような内容であるのかについて調査した。 

 JICA職員に対するアンケート・インタビュー調査の結果から、国別特設研修の設置理由につい



ては、「他の協力形態と連携させて、協力効果を高めるため」、「制度的変化や地理的条件から生じ

る、集中的かつ多量な人材育成ニーズにこたえるため」という回答が全回答の半数以上をしめた。

また、本邦研修を選択する理由への回答については、「本邦での実施体制が優れている」、「本邦に

おける当該分野の体制・システム等を見せることも研修の効果をもたらす要素の１つであるため」

という回答が同じく半数以上であった。これらの回答より、現状においても、国別特設研修の一

定の特質については職員の間で共有されており、ガイドライン的な拘束力はないものの、その特

質を生かした形で選択されているという解釈は可能である。 

 また、以下の表にあげたようにJICA職員は、コース内容の絞りやすさ・戦略的活用の可能性な

ど多くのメリットを国別特設研修に見いだしていることが分かる。 

 

メリット 1.戦略的にコースを計画できる。研修内容の焦点を絞り込みや
すく、内容を深めやすい。 

2.開発課題に対して戦略的に使える。 
3.他の協力形態と連携させることが可能であり、それによる相
乗効果は大きい。 

4.帰国後のネットワークが構築可能であり、これができれば効
果があがる。 

5.研修効果が継続する。（国特研修、現地国内研修を実施し、研
修効果を短期専門家が計測することができる） 

6.現実的なアクションプランができる可能性が高い。 

国別特設研修のメ
リット・デメリット 

デメリット 1.地域によっては情報収集が不完全となるため、コース内容が
希薄になる感がある。 

2.他の国との交流（情報交換）がない。他の国の例を参考にす
ることができない。 

3.特殊言語で講義を展開する場合、通訳の配置が難しい場合が
ある。 

 

 ただし、国内機関インタビュー結果等からは、国別特設研修の実施においては、「現状、複数の

国々から研修員を集めて実施する集団研修コースも国別特設研修コースも実際の運営上の差はな

い」という指摘も多くあり、必ずしも業務のやり方については国別特設研修のメリットを生かす

工夫が制度化していないことが示唆された。 

 以上の結果からは、研修事業に携わっているJICA職員は、大枠では、他の研修スキームと国別

特設研修の違いを理解したうえで、国別特設研修を選択しているように見受けられるが、必ずし

もメリットが生かされる形で実施されていないと認識していることが分かる。 

 

３－２ 国別特設研修の目指すべき姿 

 本評価では、国内・現地調査で得られた情報を基に、調査団として議論・検討した結果、以下



のような考え方・仮説に到達した。 

 一般的にはいかなる研修を実施しても、帰国後、研修の形態を問わず、研修員個々人には様々

な個人的な便益が発現し、新たな価値の創出が起こることが研修効果として考えられる（「個人的

効果」）。 

 これに比し、国別特設研修は、開発課題やそれに伴う人材育成ニーズにそった内容で１か国の

関連部局から比較的まとまった人数を同時に育成することができる。このため、帰国後の研修内

容の活用にあたっても、研修員が少数で帰国後のアクションを起こす従来の研修と異なり、課題

の解決にグループとして取り組むことで「個人的効果」を越えた波及効果がもたらされることが

考えられる。帰国研修員がグループあるいはネットワークとして取り組んだ結果、生み出される

プロジェクトや、その促進、政策・法律案、業務手法の改善策など、「研修」の内容に係る共通の

理解の下に生み出される変化こそ、国別特設研修の他の研修スキームと最も異なる特徴であり、

これを「集団的効果」と称することとする。 

 

４ 国別特設研修の効果 

 それでは、実際に現在の国別特設研修では、このような効果は発現しているのだろうか。前節

を受けて、現地調査の対象国であった南アフリカとベトナムの国別特設研修に関し、研修事業実

施の大前提である「個人的効果」の発現状況を確認し、次に「集団的効果」の発現状況について

以下に整理する。 

 

４－１ 「個人的効果」の発現状況 

 現地コンサルタントによる帰国研修員アンケート結果（南アフリカ400人中80人回答、ベトナム

564人中120人回答）からは、南アフリカ、ベトナム共に、ほとんどのコースについて、「研修内容

を充分理解した」「ほぼ理解した」という回答が得られている。「目標を達成した」を「５」とす

る５段階評価で評価対象各案件の平均値を出すと、すべての案件が3.8以上であった。一方、研修

内容の活用度については、ほとんどの帰国研修員から習得技術を日常業務に活かしたことがある

という回答が返ってきており、（南アフリカで80％、ベトナムで86％）何らかの形で研修が業務に

役立てられていると思われる。 

 

４－２ 「集団的効果」の発現状況 

 本評価における現地調査においては、上記で確認された「個人的効果」に加え、「集団的効果」

と呼べるようなものが発現しているかどうかを検証した結果、「集団的効果」が発現していると見

られるケースがいくつか観察された。これらの案件数は、今回評価の対象となった国別特設研修

の全体数に比べれば、サンプル数としては非常に小さく、必ずしもこれら案件の特徴すべてを「集



団的効果」の発現の要因として一般化できるということではないが、これら案件を分析すること

は今後の研修立案に際し、 集団的効果」を確保していくうえで重要と考え、事例として取り扱う。 

 南アフリカ「理数科教員養成者研修」とベトナム「法整備」は、各々個別専門家チーム派遣「ム

プマランガ州中等理数科教員再訓練計画」、重要政策中枢支援「法整備支援」と連携している案件

であるが、これらについては、「集団的効果」がプロジェクトの具体的成果として現れていると認

めることができた案件である。 

 前者の南アフリカの理数科教育指導者育成コースは、南アフリカの開発課題である人種・地域

等の間に様々な形で残っている格差の是正の一環としての、「初等中等教育を中心とした教育改革

に対する支援」に対応している。同国別特設研修は、個別専門家のチーム派遣と連携して、ムプ

マランガ州の理数科教員に対する指導プログラムの策定に取り組んでいる。同州の指導主事と呼

ばれる教員指導員が、本邦で国別特設研修を受け、日本の理数科教育の現状を学んだあと、実際

にムプマランガ州で活用するためのカリキュラムの素案等について、アクションプランを作成す

るものである。同アクションプランは、短期専門家チームと合同で現地でワークショップを行う

際の議論のたたき台となり、実際に実施されるプランとなる。こうした過程を経て、実施に至っ

た教員の再訓練から、理数科教師の意識、態度に変化が生まれ、プロジェクト対象校での生徒の

成績が上がりつつあるという報告がある。 

 また、ベトナム「法整備支援」においては、プロジェクト及び国別特設研修により具体的な法

整備が進められている。そのプロセスは、現地セミナーの開催→第１ドラフトの作成→国別特設

研修において法案起草グループが草案を深める→第２ドラフトの作成→現地セミナーの開催、と

いったものである。毎年の立法スケジュールに沿って、対象年度にどの法律を取り上げるのがよ

いか年次協議で決められることとなっている。 

 同研修の効果としては、研修内容が民法改正時の不動産登録の扱い、刑法における賠償の扱い、

会社組織に関連する法の整備、簡易裁判所の設置等々のベトナム法務省での省内検討において、

日本の経験の参照が帰国研修員を中心になされていることなどがあげられる。これまで触れたこ

とのなかった資本主義社会における法律の実際の適用の実態を、研修をグループとして経験する

ことは、研修成果を活用していくにあたって、大きな役割を果たしたと考えられ、これらの例は、

法整備の国別特設研修が実務レベルである程度のインパクトをもち始めたことを示唆している。 

 こうした変化や具体的成果は、連携するプロジェクトの成果とも位置づけられるものでもある

が、各研修員の習得知識・技術の集積のうえで成り立っており、研修の果した役割は大きい。 

 

４－３ 「集団的効果」の発現促進要因 

 ４－２であげた事例から、「集団的効果」の発現を促した要因に関して考察した結果は以下のと

おりである。 



 まず、ニーズ把握をめぐる環境・体制については、以下のとおり協力全体を視野に入れ、そこ

から研修で何をすべきかが明確になる構造が確保されていた。 

  ① 研修実施機関が、連携案件の支援機関であり、専門家の派遣元でもあるため、現地情報の

蓄積がなされている、したがって、研修ニーズと研修内容のずれが最小化されやすい環境

が整えられ、かつ十分な協力体制が築かれている。 

  ② 連携案件を含む協力の全体像に国別特設研修が計画的に組み込まれている。 

  ③ 日本側専門家を中心とした支援体制が整備されている（リーダーシップの存在）。 

 また、帰国後研修の成果が活用される素地については、一定範囲に研修員が集中していたうえ、

連携案件の活動により以下が確保されていたと考えられる。 

  ① 研修員ニーズと組織ニーズが一致している。 

  ② 帰国研修員が関心事項・問題意識を共有している。 

  ③ 帰国研修員が物理的に集中、あるいはネットワークを形成している、又は研修課題と同一

の課題に対して、相手国及び研修員所属組織が組織的対応で、課題解決を図っている。 

 

５ 実施プロセスの現状 

 研修の策定から実施に至るプロセス（案件発掘、事前審査、コース内容検討、研修員選考、評

価、フォローアップ等）の現状、問題点に関し、JICA職員及び研修実施機関へのアンケート・イ

ンタビュー結果を、「集団的効果」の発現を確保することを念頭に置いて、検証した結果は以下の

とおりである。 

 

５－１ 案件形成の現状 

 採択段階における情報収集について職員へのアンケート・インタビュー結果からは、まず本部

サイドでは、研修テーマの国別事業実施計画との整合性は容易に判断できても、研修計画内容が

重点課題の解決に十分貢献し得るのか、記述されている情報が不十分で妥当性の判断がつかない

ことが指摘されている。一方、情報収集にあたる在外事務所の方では、研修の受入可能な期間や

日本で対応可能な技術等の国内リソース情報にアクセスできないため、実施可能性を考慮しなが

ら案件を選定することが難しい状況が指摘された。 

 また、研修の内容を定めた実施要領等の関連文書においても目標設定自体があいまいで、国別特

設研修のメリットを生かす研修員グループが、帰国後達成すべき「集団的効果」が想定されていな

い。 

 

５－２ 案件策定のための情報収集 

 研修内容策定のためには、案件の採否を決定する以上に精度の高い情報が必要となる。しかし、



国内機関へのアンケート・インタビュー結果からは、研修内容作成のための情報源として、採

択時に使用した情報や在外事務所からの情報の比重は低く、現実的には実施機関、調査団、専

門家からの情報が大きな位置を占めていることが指摘される。また、JICA事務所がなく、研

修実施機関が土地勘や、ネットワークをもたない地域の情報入手が困難であるという問題を指

摘する声が多かった。他方、アンケート結果においては、連携する協力がない案件では40％強

が「研修内容策定のための情報を十分入手している、あるいはおおむね入手している」と回答

しているが、案件発案に専門家が関与している案件や他の協力と連携している案件においては

80％を超えており、連携案件がある場合には、情報の入手の問題が少ないことが分かる。

　他方、研修実施機関へのインタビューにおいては、情報収集に関してJICAとして組織的な

対応がなされていないことが指摘された。これは、地域部、在外事務所の体制、また、専門家

の派遣状況が国ごとに大きな差があるから対応に差が生じることも一因として指摘し得る。多

くは、実施機関に蓄積された情報やネットワークが重要なソースとなっているようである。実

施機関では研修ニーズ情報が不足していると認識しており、現地調査を希望する機関が多くあ

った。

５－３　研修員の選定

　研修員の選定の問題として国内機関から指摘があった主な事項は以下のとおりである。

　 ① もともとの計画で研修のターゲットグループが不明確な場合がある。

　 ② ほぼ同じ条件で選定された研修員の能力に格差がある場合がある。

　 ③ 相手国政府内での選定過程に問題があり、資格要件外の研修員の応募がある。

　国内機関では、こうした問題に対処するために、既往の応募書類以外に選定に必要な情報を

提出してもらう、といった工夫がなされている。また、在外事務所においても、応募者と面接

するなどの努力が払われているが、人選については相手国政府に委ねられており、JICAが関

与できず国別特設研修を戦略的に活用できない要因の１つとなっているケースもある。

　一方、国内機関へのアンケート・インタビュー結果では、連携案件がある案件、あるいは研

修内容作成に専門家が関与した案件は、連携案件のない案件と比較すると、研修員のニーズと

研修内容の合致する率が高くなっている。

５－４　評価とフィードバック

　国内機関では、集団研修と同様に研修終了時に行う評価会や、質問票から得られる研修員の

意見等を集約して、次年度の研修内容にフィードバックしている。

　研修が終了すると、国内機関は研修実施報告書を取りまとめ、地域部、在外事務所へと回付

する。地域部へのアンケート・インタビューによると、評価とフィードバックについては、国

別特設研修のために、特別な方式が取られているわけではない。



６ 提 言 

 ３－２で指摘したように国別特設研修という協力形態の最大のメリットは「集団的効果」であ

ると考えられる。しかし、現時点では「集団的効果」の発現が国別特設研修の特徴であるという

ことは組織的な認識となっておらず、このため、効果発現のために必要な手段についての具体的

なガイダンスもないため、同効果が必ずしも十分に発揮されていない。ここでは「集団的効果」

を発現するために必要な手段について提言を行う。 

 

６－１ 国別特設研修の目指すべき姿 

 協力の目標に応じ、「集団的効果」の発現を目指した国別特設研修の全体計画への位置づけ方と

して以下の３つの型が想定される。 

 

 (1) プログラム連携型 

 対象国の開発課題に対するプログラム（複数の案件・援助スキームを総合的に組み合わせ

たもの）の一要素として国別特設研修を組み込む形態。協力の要素として、大勢のカウンタ

ーパートをまとめて研修すること、研修員に制度や技術が実社会の中で稼動している状況を

見せることが必要な場合や、日本から長期間にわたる人材派遣をすることが難しい場合など

に有効である。 

 

 (2) 技術協力プロジェクト連携型 

 上記プログラム連携型の一部にも含まれうるが、個別派遣専門家を中心とした技術協力プ

ロジェクトと連携し、これら専門家の活動を支援する形態。国別特設研修では、個別派遣専

門家が一人では伝えきれない多様な知識・技術を、短期間に大勢のカウンターパートに移転

することにより、専門家の活動を次の段階に進めることができるようになるなど、協力を効

率的に行うことが可能となる。 

 

 (3) 技術協力推進型 

 JICAにとって、援助協力を開始したばかりの国や分野で、当初から大かがりな援助リソー

スを行うことが困難又は非効率である場合に、JICA協力のシステムや日本が協力できる技術

内容を把握してもらうなど協力への準備段階として実施する形態。対象国の関係者を日本に

招へいすることで、先方がこれらの点について明確な考え方をもったうえで今後の協力内容

を精査していくことが可能となる。 

 

 



６－２　実施プロセス

　(1) 案件採択・コース仕様決定

　　 1) 国別特設研修の位置づけ

　プログラムあるいは技術協力プロジェクト自体の妥当性のほかに、プログラムの目標

と国別特設研修を含む技術協力プロジェクトの目標が十分な実現可能性をもった因果関

係としてとらえることができるか、プログラム／プロジェクト目標の達成にとって、国

別特設研修は必須かなどを検証し、国別特設研修の協力全体における位置づけを明確に

する必要がある。

　　 2) 目標の明確化

　開発課題の解決のため、国別特設研修によって育成する人材の特徴・人数規模・技術

的深度、育成した人材に期待する役割を明確にする必要がある。

　この際、以下のチェックリストが有用である。

□その課題は、集中的かつ比較的多量の人材育成が必要なものであるか

□どのような人材が育成されるべきか明確になっているか（何年後に、何人の人材が、

何ができるようになることが目標か）

□育成の対象となる人材は、どのような組織に何人いるのか

□育成された人材が帰国後グループとして達成すべき責務は明確か。また、その責務は

プログラム目標の達成に欠かせないか

□本邦で研修をする必要性・メリットは明確か

□本邦研修実施機関のもてるリソースで適応可能な研修ニーズか

　さらに、各回の研修の成果を、プログラムで実施すべき活動の必要な要素として織り

込んでいくためには、技術協力プロジェクトの各年度の達成目標に対応し、国別特設研

修の年度ごとの達成目標・手段、各回の研修目的・内容・時期・期間などについて検討

する必要がある。また、帰国前、帰国後の研修員の活動計画とプログラムの他の活動と

のリンケージを確保・確認することが求められる。

　　 3) 研修対象者の選定

　途上国の中には地方分権化が進展し、地方ごとに課題の優先順位や事情が異なる場合

や、研修参加者が地理的に分散している場合がある。その結果、研修員が地理的・組織

的に分散し、集団的効果の発現を妨げるおそれがある。この問題に対応するため、研修

員の対象地域・グループを絞り込む必要がある。



   4) 案件採択及び研修カリキュラム策定のための情報収集 

 案件採択やカリキュラム策定のためには、多くの現地情報が必要となるが、過去に専門

家等の派遣実績が少ない国・分野の情報、専門的な情報は、JICA在外事務所だけで収集す

ることが困難である。また、被援助国側も、自らの開発課題を研修ニーズに落とし込むこ

とができない場合がある。この問題に対して、以下の方策を検討・推進する必要がある。 

    a) 国別特設研修についても、プロジェクト形成調査の対象に含まれるようにする。 

    b) 国内研修実施機関の情報をJICA地域部・在外事務所が閲覧できるようにする。 

    c) 研修実施機関によるオファー型・プロポーザル型の案件形成を採り入れる。 

    d) 研修実施サイクルを多様化し、調査・検討に十分な時間・費用・人員をかけられるよ

うにする。 

    e) 研修の初年度を研修内容の確定と両国関係機関の共通理解形成のためのテスト・ラン

期間とすることが考えられる。 

   5) 関係者の役割分担 

 国別特設研修は、JICA内での関係部署が非常に多い事業であるが、従来関係部署間の責

任分担が必ずしも明確にされていない。情報収集にあたっては、原則的には、プロジェク

ト・デザイン・マトリックス（PDM）の上位目標とプログラム目標レベルついては地域部、

成果レベルについては国内機関、活動レベルについては、研修実施機関が責任をもって決

定すべきである。ただし、対象国において関連案件が実施されている場合には、研修実施

機関と関連案件の関係者が直接情報交換を行うことも考えられる。 

 

 (2) 研修員の選定 

   1) 人材像の明確化 

 国別特設研修実施にあたっては、相手国政府と協力全体のなかで必要とされる国別特設

研修の目的と育成しようとする人材像について共通認識を醸成し、合意文書を取り交わす

ことが望ましい。 

   2) 研修員の募集・選定 

 従来国別特設研修の研修参加者選定は、集団研修と同様に募集要項を作成し、配布する

公募の形で行われてきた。しかし、国別特設研修の「集団的効果」を意図して計画する場

合、目標に応じ参加資格や、その所属組織などターゲットグループが限定されることが考

えられ、このような選定方法は馴染まない場合も多い。むしろ、詳細な研修の内容、目的、

来日前に準備すべき事項や、帰国後達成されるべき集団的成果などの一層詳細な情報を、

対象機関に提示することによって、育成が必要とされる特定の集団の中で研修員を選定す

る方が望ましい。 



６－３ 評 価 

 (1) 目標及び評価基準の共有 

 目標及び評価基準が適切に設定されていなければ、目標を達成したかどうかの判断を下す

ことはできないため、計画段階において、研修の目標・内容を明確にする必要があるほか、

目標と評価基準を整理し、相手国政府の合意を得ておくべきである。 

 

 (2) 一貫した評価システムの確立 

 国別特設研修においても一貫した評価システムを導入し、技術協力プロジェクト等の一環

として事前評価を実施すべきである。事前評価に際し、特に研修の部分については、６－２

の(1)であげたチェックリストに十分な回答が出せるかを明確にすることである。 

 

 (3) 評価方法 

   1) まず、研修終了時点において、当初想定されていたアウトプットが達成されたかどうか

を、テストやレポート等の成果品の内容で確認する必要がある。 

   2) 個々の研修員による評価に加えて、グループとして研修内容に関する評価と提言を取り

まとめさせることや、相手国政府との合意内容、所期の目的を正確に踏まえた議論をさせ、

次回の研修での改善点や、国に帰ってどのように活用するか具体的な計画のアウトライン

を提示させることで研修の効果を一層高めていくことが可能となる。 

   3) 研修終了時の評価会などから得られる情報については、連携案件や、在外事務所、地域

部等にフィードバックして何らかの判断・コメントを仰ぐ必要があるかを、評価会のあと

で国内機関・研修実施機関が判断し、そうした情報がある場合は、早急に連絡できる体制

をつくることが望ましい。 
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第１章 評価の概要 
 

１－１ 評価の背景・目的 

 JICAでは、開発途上国ごとに異なる多様な開発ニーズに的確に応えた効果的な協力を実施する

ために、国別アプローチによる戦略的な事業の展開を推進している。そのなかで研修事業におい

ても、一国から複数名以上の研修員を招へいする国別特設研修を毎年増加させ、開発途上国が抱

える国別の開発課題にきめ細かく対応していくよう努めている（平成12年度173コース、平成11

年度154コース、平成10年度178コース、平成９年度105コース、平成８年度78コース：暫定値）。

また、平成14年度本邦研修事業計画策定の基本方針においても、国・地域別研修の100コース増設

が謳われている。 

 あわせて、近年の成果重視の事業運営の流れを反映し、プログラムアプローチの拡充が求めら

れるなか、国別特設研修を各開発途上国の国別援助実施計画のなかで明確に位置づけ、同計画に

沿って一層効果的に国別特設研修を実施していくことが求められている。一方、JICAにおいては、

国別特設研修を戦略的に活用する方針を打ち出したものの、これまでの実績と現状についての評

価は行われていない。上記状況を踏まえて、同研修スキームを効果的に活用することを目的とし

た評価を実施することとなったものである。 

 

 (1) 評価の目的 

   JICAにおける国別特設研修の現在の実施状況、及び協力効果を確認するとともに、協力効

果発現の促進／阻害要因を分析し、国別アプローチの推進に資することを念頭に置きつつ、

今後の国別特設研修の実施改善に係る教訓・提言を導きだす。評価結果のフィードバック先

としてはJICA国内事業部、地域部、国内機関、在外事務所を想定する。 

 

１－２ 評価のフレームワーク 

 (1) 評価対象コース・評価対象国の選定 

   1996年以降実施された国別特設研修コースを対象とする。現地調査については、1996～2000

年度までに実施された国別特設研修（延べ688コース）の実績の多い南アフリカ共和国（以

下、「南アフリカ」と記す）（延べ48案件563人）及びベトナム社会主義共和国（以下、「ベト

ナム」と記す）（延べ49案件444人）の２か国を評価対象国とする。 

 

 (2) 評価の視点 

   本評価は、国別特設研修の立案・実施に係る問題点や成功事例を共有するとともに、問題

点については、具体的な改善策の提言を行うことに主眼を置いているが、こうした評価を実



－2－

施するにあたっては、国別特設研修の「本来目指している姿」と実際の実施状況と比較す

る必要がある。しかし、評価調査実施時点においては、このような「姿」をJICAとして

明示しているものや、国別特設研修設置の必要条件についてのガイドラインは特になく、

研修コース自体は様々な事情から形成されてきている。このため、協力要請に対し、国別

特設研修をスキームとして採用するにあたっての考え方、及び実施プロセスのあり方に関

する関係者の認識の一致をみていないことが実態である。こうしたことから、本評価にお

いては、「国別特設研修の本来目指している姿とはどういったものか」という視点につい

ても調査を行い、調査の過程でそのあるべき姿について、調査結果を用いながら調査団と

しての見解を提示し、それに現状を比較するという方法を採用することで対応を図るべく、

以下の視点に沿って評価調査を実施することとした。

　　　　　　　　 1) 国別特設研修は国別特設研修は国別特設研修は国別特設研修はJICA職員にどのように認識されているのか。また、本来目指すべき職員にどのように認識されているのか。また、本来目指すべき職員にどのように認識されているのか。また、本来目指すべき職員にどのように認識されているのか。また、本来目指すべき

効果とはどのようなものか効果とはどのようなものか効果とはどのようなものか効果とはどのようなものか

　　　　JICAが国別アプローチを一層進めていくうえで非常に効果的なツールとなり得るも

のであり、その有効活用が期待されているが、前述の事情から、本調査においては、

国別特設研修の目的、及びそれに対応する実施プロセスについて、JICA職員の認識を

調査する。その結果の分析及び本部・国内機関関係者・調査団からなる勉強会での議

論を踏まえ、国別特設研修の本来目指すべき効果について検討する。

　　　　　　　　 2) 国別特設研修はどのような効果を上げているか国別特設研修はどのような効果を上げているか国別特設研修はどのような効果を上げているか国別特設研修はどのような効果を上げているか

　　　　1)で検討した国別特設研修が本来目指すべき効果について、これまでに実施された国

別特設研修コースが、実際にそのような効果を生み出すことができているのかを検証

する。検証にあたっては、全件を対象とすることは諸制約から困難であるので、現地

調査対象国である南アフリカ及びベトナムの国別特設研修を事例として取り上げる。

　　　　　　　　 3) 国別特設研修の実施プロセスはどのようなものか。上記国別特設研修の実施プロセスはどのようなものか。上記国別特設研修の実施プロセスはどのようなものか。上記国別特設研修の実施プロセスはどのようなものか。上記1)で検討された効果を発現さで検討された効果を発現さで検討された効果を発現さで検討された効果を発現さ

せることが可能であるかせることが可能であるかせることが可能であるかせることが可能であるか

　　　　国別特設研修の実施プロセス（案件発掘、事前審査、コース内容検討、研修員選考、

評価、フォローアップ等）の現状、特に国別事業実施計画のなかで国別特設研修がど

のように位置づけられ実施されているかを把握し、上記1)で検討された目指すべき効果

を発現させることが十分可能なプロセスとなっているかなどを中心に検証する。

　　　　　　　　 4) 国別特設研修において、今後どのように評価を行っていけばよいか国別特設研修において、今後どのように評価を行っていけばよいか国別特設研修において、今後どのように評価を行っていけばよいか国別特設研修において、今後どのように評価を行っていけばよいか

　　　　今後、国別アプローチのもとで国別特設研修をより効果的に実施していくためには、

評価を適切に実施していくことが不可欠である。現在の国別特設研修における評価の

実施状況及び本評価の実施を通じて明らかになった事項を踏まえ、今後の国別特設研

修における評価方法・項目を検討する。
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    また、上記2) 3)の結果に基づき、研修効果発現の促進／阻害要因（上記2）3)間の因果

関係を含む）を分析し、国内事業部・地域部・国内機関がそれぞれどのような役割・責任

を果たすべきか検討するとともに、国別特設研修の実施改善のための提言を導き出す。 

    a) 評価作業手順 

     上記評価の視点に係る情報を収集するために、以下表１－１のように情報収集先と手

法を設定した。 

 

表１－１ 調査構成表 
 

調査項目／調査対象・手法 

地域部質
問票・イ
ンタビュ
ー 

国内機関
質問票・
インタビ
ュー 

研修実施
機関イン
タビュー 

在外事務
所インタ
ビュー 

帰国研修
員 質 問
票・イン
タビュー 

帰国研修
員所属機
関インタ
ビュー 

援助受入
窓口機関
インタビ
ュー 

研修評価
会資料等 

案件資料 

(0) 本来の国別特設のあり方 ○ ○  ○      

コース数・形態         ○ 
 

(1) 国別特設は適正に実施
されているか 

形成・実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
(形成) 

○  

(3) 国別特設研修は当該国の開発・人材育成
にどのような効果をあげているか 

     ○ △ ○  

(1) 
(4) 
本来のあり方に向けた今後の改善方法
とそのアイデア（実施・評価） 

○ ○ ○ ○ ○   ○  

 

     また、評価作業の具体的な手順としては、下記の要領で実施した。 

 

 

 

 

 

 

図１－１ 評価作業の手順 

 

     ① 既存資料・報告書の収集・整理・分析 

     ② JICA関係者（国内事業部・地域部・国内機関）から国別特設研修のあるべき姿、実

施実績、問題認識等に係るアンケート票を作成 

     ③ 国別特設研修に携わるJICA職員（地域部・国内機関・事務所）、研修実施機関への

アンケート送付 

     ④ ③のアンケートの回収、及び評価対象の国別特設研修コースに携わるJICA職員（地

域部・国内機関）、研修実施機関へのインタビュー調査 

     ⑤ 相手国関係者（評価対象国の援助窓口機関、評価対象コースに参加した研修員、派

遣元機関等）へのアンケート調査 

国内インタビュー実施及びアンケート回収・
分析 

現地送付帰国研修員アン
ケート作成及び現地コン
サル業務指示書作成 

現地調査アン
ケート発送 

現地調査 報告書作成 

国内アンケート
作成・発送 

報告書・既
存資料分析 
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     ⑥ ③、⑤のアンケート結果を踏まえ、JICA職員（事務所）、相手国関係者（評価対象

国の援助窓口機関・当該分野担当省庁・人的資源開発担当省庁、評価対象コースに

参加した研修員、派遣元機関、帰国研修員同窓会等）へのインタビュー調査 

     ⑦ 収集資料・アンケート・インタビュー結果に基づき、協力効果発現の促進／阻害要

因を分析 

     ⑧ ⑦の結果を踏まえ、今後一層効果的な国別特設研修を実施するための改善策を検討 

     ⑨ ①～⑧の実施過程・結果を参考に、国別特設研修における評価方法・項目を検討 

 

１－３ 評価調査団構成 

担 当 氏 名 所 属 

団長・総括（ベトナム） 長尾 眞文 広島大学教育開発国際協力センター教授 

団長・総括（南アフリカ） 坂元 浩一 東洋大学国際地域学部国際地域学科教授 

研修運営 奥田 久勝 筑波国際センター業務第二課 

副総括・国別事業実施計画（ベトナムのみ） 神崎 義男 アジア第一部計画課課長代理 

研修計画（ベトナムのみ） 上野 修平 アジア第一部計画課 

評価監理 岩間  望 JICA企画・評価部評価監理室 

効果分析 山本 郁夫 (株)アイ・シー・ネット 

実施状況調査（国内調査のみ） 山口 和久 (株)アイ・シー・ネット 
 
 

１－４ 調査スケジュール 

 (1) 国内調査   平成13年10月～平成14年１月 

          うち地域部・国内機関アンケート 

          勉強会開催 

 

 (2) 現地調査 

   南アフリカ  平成13年12月１日～12月８日 

   ベトナム   平成13年12月９日～12月15日 

 

１－５ 調査の実績 

 (1) 国内調査 

   回答案件数：地域部150コース 

   (アンケート・インタビュー) 国内機関が144コース（25コースがアンケートのみ） 

                 詳細は、付属資料１.対象案件リスト及び２.面談者リスト

参照 
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 (2) 現地調査 

   詳細日程 ：付属資料４参照 

   面談者  ：付属資料４参照 

   回答案件数：南アフリカ   12コース 

         ベトナム    41コース 

   面談案件数：南アフリカ   13コース 

         ベトナム    12コース 

 

 (3) 勉強会 

   平成13年７月31日 

   平成13年10月４日 

   平成13年11月26日 

   平成14年２月28日 

   計４回開催 



－6－

第２章 国別特設研修に対する認識と目指すべき姿 
 

２－１ 国別特設研修の概要 

 我が国は、1954年のコロンボプラン加盟以来、海外技術研修員の受入事業を実施している。JICA

は1974年の設立以降、その実施に携わっており、その参加者や目的によって、下記に特徴づけら

れる各種の形態の研修コースを設けるに至っている。 

 

表２－１ 集団型研修 

研修タイプ 実施形態 開始年 
集団研修 本邦実施・多国籍・複数名以上 1961 
第三国集団研修 本邦外実施・研修実施国以外の他国籍・複数名以上 1975 
国別・地域別特設研修 本邦実施・参加国限定（国別の場合１か国のみ）・複数名以上 1989 
第二国集団研修 本邦外実施・参加国限定（実施国１国のみ）・複数名以上 1993 

  出典：国際協力事業団国内事業部「研修員受入の手引き」（2001年７月） 

 

 国別特設研修は設置当初は、対象者の条件（バックグラウンドやレベル等）をできるだけ揃え

ることで、「より相手のニーズに合致した効果的な研修を行う」ことをその目的としていた。これ

は、それまでの研修事業の主流であった「全世界を参加対象とする」集団研修に対して、国ない

しは地域を限定した研修事業であるという点に、その特長があることを反映したものである。 

 設置後10年を経ようとするあたりからJICAのなかでも国別・課題別アプローチの拡充が重視さ

れるようになった。2000年に、国別アプローチの強化の一環として組織改革が行われ、新しく地

域部（４部）が設立されたことに象徴されるように、こうした流れのなかで、国別特設研修は（旧）

研修事業部から地域部にその事業主管が移され、国別アプローチの重要な協力・投入手段の１つ

として、その活用方法について議論がされるようになった。 

 つまり、JICAの事業は、従来の協力形態ごと（研修員受入れ、専門家派遣等）の事業運営から、

適切な協力手段の組み合わせにより所定の成果の達成を目指すプログラムアプローチに移行して

いる段階であり、このため国別特設研修についても、国ごとに優先課題を検討し、戦略的な協力

を行う観点から事業の絞り込みを行い、その下位に位置づけられる各プロジェクトの目的と成果

を明確にする必要性が認識されてきている。また、プロジェクトの各投入手段の位置づけと目標

を明確にする必要があり、国別特設研修もプロジェクト（事業）の一投入・活動手段として位置

づけられるべきであることから、各活動手段の必要性（実施前）とその成果（実施後）を明らか

にし、事業について対外的な説明責任を果たすことが求められるようになってきている。 

 本評価は上述したような考え方の変化の流れのなかで、現在の考え方に基づき過去の実績を検

証するという試みである。現在の考え方を下敷きとせず、設置された研修もあることから、国別

特設研修に対する考え方の変化を踏まえて、本報告書の分析を理解する必要がある。 
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 (1) 分野別・地域別傾向 

 国別特設研修は、1989年に11コースを設立して以降、第１章でも述べたように、毎年コー

ス数を増加させている。また、1998～2001年度に実施された（2001年度は実施予定も含まれ

る）国別特設研修及び地域特設研修の案件数を地域部担当課別に比較すると、中近東・欧州

課と東アジア・中央アジア課が毎年30件以上と多く、次いでアフリカ課とインドシナ課と続

き、東南アジア課、南米課、南西アジア・大洋州課、中米・カリブ課と少なくなっている（図

２－１）。 

 分野別にみると、開発計画・行政一般の案件が際立って多い。これは、制度的変化対応の

案件が多いということもあるが、開発計画や行政といったソフト面の研修は、現地ニーズに

柔軟に対応する必要性があり、複数の国から集まると状況が違いすぎて内容が深まらないた

めととらえられる。地域別の分野配分は、インドシナ、東アジア・中央アジア、東欧といっ

た制度的変化対応が課題となっている地域では、特に開発計画・行政一般が多くなっている。

また、東欧では商業経営・観光一般も多い分野であるが、これらは国営企業の民営化に関連

した案件が中心である。一方、アフリカでは、開発計画・行政一般と同様に農林水産分野の

研修が多い。 
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２－２ 国別特設研修に対する認識についての調査結果 

 国別特設研修については、本邦という環境下で、比較的背景・経歴を同じくする同一国から

の複数名以上の研修員が一定期間共に研修を行うという特徴があるものの、それをJICAとして

どのように活用するのかといった点については、明確に規定されていない状況にある。つまり、

どのような目的を達成するために、国別特設研修というスキームの特長を生かすべきか、また、

その特長を生かしたうえで目的を達成するためには、どのような実施のプロセスを組むべきか

という点について、個々の研修の検討の基準となるような文書・マニュアルが存在していない。

このため、本報告書の出だしである本節において、国別特設研修に対するJICA内での共通認識

の有無、及びそれがどういった内容であるのかについて調査を記述する。この作業にあたり、

本節では、アンケート・インタビュー調査の結果から引き出されるJICA職員の認識のあり方を

整理する。 

 

 (1) 国別特設研修の設置理由 

 現在担当しているコースが国別特設研修の形態を採用したのはどのような理由によるも

のかという国別特設研修の設置理由について、地域部及び国内機関職員にアンケートを行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

選択肢： 

①他のスキーム利用の制約があるため 

②他のスキームと連携させ、協力効果を高めるため 

③制度的変化や地理的条件から生じる、集中的かつ多量な人材育成ニーズにこたえるため 

④その他 

⑤わからない 
 

図２－２ 当該コースが国別特設研修となった理由 
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 図２－２に示されるように、選択肢 ②「他のスキームと国別特設研修を連携させて、協

力効果を高めるため」、③「制度的変化や地理的条件から生じる、集中的かつ多量な人材育

成ニーズにこたえるため」という回答が最も多い（全回答の合わせてそれぞれ50％以上）。

まず、②について、通常１つの対象国内で展開される旧プロジェクト方式技術協力や、専門

家派遣と連携させて協力の効果を高めることは、１つの国から研修員が参加する国別特設研

修の場合、研修内容を関連協力で求められる技術・知識に対応したものとすることが可能と

なるため、国別特設の特徴を意識した選択であるといえる。 

 ただし、回答した職員が案件を採択した時点でそのコースを担当していたとは限らないケ

ースが含まれるうえ、特に、国内機関の職員については、直接案件採択にかかわっておらず、

そういった情報に触れる機会が多くないため、本データの解釈にあたっては留意する必要が

ある。むしろ、職員が自身の担当するコースについてどういった理解をしているか、という

ことを示すデータであるという可能性もある。 

 一方、③については、制度変化や地理的条件から発生する開発課題に対応し、必要とされ

る大量な人材育成ニーズに対応することは、個別研修や、一年度１か国当たりの参加研修員

数が１名程度に限定されてしまう集団研修では対応が難しいための選択である。 

 以上より、現状においても国別特設研修は、一定の特質については職員の間で共有されて

おり、ガイドライン的な拘束力はないものの、その特質を生かした形で選択されているとい

う解釈は可能である1。 

 

 (2) 本邦研修を選択する理由 

 次に、本邦において研修を実施する理由についての認識を確認した結果、地域部・国内機関

からは、「本邦での実施体制が優れている」と「本邦における当該分野の体制・システム等を見

せることも研修の効果をもたらす要素の１つであるため」という回答が最も多かった。また、

事務所からは、「来日させることができるから」という指摘もあった。これは、特に案件の形成

時に相手国実施機関との関係を確立するうえで、当該機関のメンバーに直接日本の援助実施体

制や、協力対象分野のシステムを見せることで理解を得たり、また、日本側関係機関との良好

な関係を形成したりすることが、その後の円滑な事業の実施に有効であるとの主旨である。他

方、JICAが援助を開始して間もない国においては、相互理解促進の観点からまず相手国の人材

を日本に受け入れることが重要であるという指摘もある。さらに、協力開始当初は当該国内の

事情を把握するプロセスの途上にあり、実際に協力に活用可能手段が国内にどの程度あるのか

                                                                                          
1 現地調査を行った２事務所の各コースに対する回答もほぼ同じ傾向を示しているが、ベトナムについては、対ベトナム協力
が急激に拡大した時期に本部主導で形成されたコースが多いため実際の事由については十分な情報が残っていなかった。ま
た、南アフリカについては、アパルトヘイト後の黒人の地位向上の観点から実施されたが、その社会的背景から学歴・職歴
の面で他国の研修員と同列に扱うことが困難であったため、国別特設研修の形態が選択されたという特殊事情もある。 
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不明な状況から、まず日本で研修という手段から協力を開始するということが考えられている。 

 

 (3) 国別特設研修のメリット・デメリット 

 国内機関へのインタビューにおいて、国別特設研修のメリット・デメリットについて聴取

したところ、以下の表２－２に見られるような内容を指摘しており、多くのメリットを国別

特設研修に見いだしていることが分かる。ただし、国内機関インタビュー結果及び勉強会の

議論からは、国別特設研修の実施においては、「現状、複数の国々から研修員を集めて実施

する集団研修コースも国別特設研修コースも運営上の差はない」という指摘も多くあった。 

 

表２－２ 国別特設研修のメリット・デメリット 
 
 国別特設研修 

メ 
リ 
ッ 
ト 

１．戦略的にコースを計画できる。 
２．開発課題に対して戦略的に使える。 
３．他の協力スキームとの連携を取りやすい。 
４．プロジェクトと連携することによる相乗効果は大きい。 
５．現地との連携をうまくやれば効果があがる。 
６．ニーズを絞ることができる 
７．研修員のニーズに対応しやすい。 
８．研修内容の焦点を絞り込みやすい。 
９．目的意識がはっきりしている。 
10．地域より国別特設研修にすると効果を評価しやすい。目標管理ができる。 
11．研修員のバックグラウンドが類似しており、開発に関する問題も共有していることから、講義、視察の内容

を検討しやすい。 
12．バックグラウンドが同じであるため、内容を深めることができる。 
13．同一国から集めることにより同じ背景でのディスカッションができ、内容が濃くなる。 
14．情報収集と研修員の選定が楽になる。 
15．研修員が同一国・地域から来るため、問題意識の共有が容易である。 
16．レベルの差が少ないのでやりやすい。 
17．まとまりやすい。 
18．帰国後のネットワークに発展すれば効果があがる。 
19．人材の蓄積が可能であり、地方行政など、一人で解決できない問題に有効である。 
20．人材集中するので現地でコースのネットワークが構築できる。 
21．担当者が一人であるため、情報のやりとりが簡単である。 
22．現地語での対応が可能となる。 
23．言語でアドバンテージがある。 
24．言葉が同一であるため、英語が苦手な研修員でも、他の研修員に聞いてカバーできる。 
25．研修効果が継続する。（国別特設研修、現地国内研修を実施し、研修効果を短期専門家が計測することができる） 
26．現実的なアクションプランができる可能性が高い。 

デ 
メ 
リ 
ッ 
ト 

１．ネパール、スリランカ、中央アジア等、地域によっては情報収集が不完全となるため、コース内容が希薄に
なる感がある。 

２．他の国との交流（情報交換）がない。一国でかたまってしまう傾向がある。 
３．他の国の例を参考にすることができない。 
４．特殊言語での対応が困難である。 
５．集団コースからの振替で国別特設研修が形成される場合、選定国の優先順位づけが困難である。 
６．特殊言語で講義を展開する場合、通訳の配置が難しい場合がある。 

 （国内機関職員インタビュー結果より） 
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 このため、国内機関の職員からは、国別特設研修については、国別の戦略につき関係者が

共通の認識をもつ体制が必要である、目標年次までにどういった目標を達成するかについて

の共通認識がないため、研修実施後の目標及びアウトプットに関し、明確なポリシーを構築

し、研修員含め関係者間で共有する必要があることなどが指摘され、職員が認識しているベ

ストの状態が必ずしも達成できていないことが分かる。また、国内機関の職員にとって案件

形成段階がよく分からないのは問題であるという指摘もあり、この結果として集団コースと

同じになってしまうなどの指摘がなされている。 

 以上のアンケート結果からは、研修事業に携わっているJICA職員は、大枠では、他の研修

スキームと国別特設研修の違いを理解したうえで国別特設研修を選択しているように見受

けられるが、必ずしもメリットが生かされていないと認識していることが分かる。 

 

２－３ 国別特設研修の目指すべき姿についての検討（本章の結論） 

 上記結果を基に、調査団内部及び勉強会において国別特設研修の最も特徴的な点についてより

詳細に考察した。 

 前節の調査結果で明らかになったとおり、JICA内では国別特設研修についての大まかなイメー

ジについては共有できているが、一方で、国別特設研修をスキームとして選択するにあたって、

どこまで国別特設研修のメリットを生かした研修の仕様設計（Ｘ国のどういった職種・レベルの

職員何人をどういった人材に育成し、何をしてもらうか）という点の検討、及びそれを明確に文

書の形態等で残し、関係者に周知徹底することについては、必ずしもすべての案件について十分

なされてきたとは言いがたいことが引き出される。これは、国別特設研修のメリットから生み出

されうる効果とは何であるべきか、また、その効果を生かすための目標設定及び研修のデザイン

についての理解が整理され、業務フローのなかで徹底されていなかったことも一因である。 

 一般的にはどんな研修を実施しても、帰国後、研修員個々人には研修の形態を問わず、様々な

個人的な便益が発現し、新たな価値の創出が起こることが期待される。本評価においては、これ

を研修の「個人的効果」「個人的効果」「個人的効果」「個人的効果」と呼ぶこととする。例えば、研修結果を活用して、自分の業務の質を高

めていくほか、レポートを作成したり、ワークショップや発表の場を設けることで周囲にその効

果を波及することなどである。ただし、研修対象者の職位が組織の上層部にあるなど影響力を発

揮できる場合でない限り、一個人の能力が向上し、視野が拡大することで起こすことのできる変

化の範囲はそれほど広くない。それは、その研修員の周囲の研修員が得た新たなものの見方・進

め方や技術のメリットを理解していない人間にこれから起こそうとしている変化のメリットを理

解してもらえず、賛同を得られない、又は説得に多大な時間を要するケースが多く、組織的な変

化を起こすことが困難な場合が多いためと考えられる。 

 これに比して、国別特設研修は、研修の必要性が発生してからコースが組まれるオーダーメイ
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ド型であり、表２－２に指摘されるように対象国の開発課題の解決のために、一定の人数の人

材の育成が必要な場合に、そのような人材育成ニーズに応じた研修コースの策定が可能である

（図２－３参照）。

図２－３　国別特設研修の特徴

　また、そのような開発課題から引き出される具体的な人材育成ニーズがある場合、そのニー

ズを抱えている対象国の組織・機関は、その開発課題の解決というミッションをもった一定数

の範囲の機関に限定されると考えられる。その意味において、国別特設研修の場合は、対象国

のカウンターパート機関が特定可能、つまり、研修員を広く公募するというよりは、解決すべ

き課題を抱える機関に、集中的に人材育成のための投入を行うということが可能であるという

ことになる。

　こうした研修が行われる場合、これら研修員の所属先も、組織としての使命にかかわる何ら

かの目的を達成するために、日本に人材を派遣するということを組織の共通認識として位置づ

けることができ、研修員にも本来の職務と同様に認識される。さらに、所属機関、研修員の双

方が、研修員が帰国後取り組むべき職務についても共通の認識をもち、コミットメントを形成

することが可能となる。また、研修員が複数名、しかも一定の範囲に集中して存在することに

なるため、ある変化を起こすことを目的に共に、アクションを起こすことのできる人材が多く、

様々な機会を通じて周囲に理解を求めていくことが可能となる。

　この結果、研修後、帰国した研修員は所属組織に戻り、彼らに与えられた課題の解決にグル

ープとして取り組むことが考えられる（問題解決機能問題解決機能問題解決機能問題解決機能）。所属組織に戻れば、一個人として抱え

る職務や課題に取り組むこととなる個別研修や集団研修の帰国研修員と最も異なるべきである

のは、この点である。

　本評価の過程を経て、本調査団としては、国別特設研修の他の研修スキームと最も異なる特徴

とは上記に説明した問題解決機能の結果想定される効果の発現であると考えた（「集団的効果」「集団的効果」「集団的効果」「集団的効果」）。

具体的には、国別特設研修の「集団的効果」と、当該国別特設研修の帰国研修員が、グループあ

るいはネットワークとして取り組んだ結果、生み出されるプロジェクトや、その促進、政策・法

律案、業務手法の改善策など、「研修」の内容に係る共通の理解の下に生み出される変化等を指す。

コース内容が
オーダーメイド
である。

開発課題に基づいたコース策定ができる

育成すべき人材像に則したコース策定が可能
である。

対象国カウンターパート機関が特定可能であ
る。

集集集集
団団団団
的的的的
効効効効
果果果果
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今後の案件形成においては、同効果を最も意識的に活用していくべきであると考える。 

 この「集団的効果」は、必ずしも前に述べた「個人的効果」と相反するものではなく、むしろ

個人的効果を発現を前提とするものであることも強調したい。研修員が個々人で獲得した研修成

果から「個人的効果」は発生するが、それが一定の範囲、あるいはネットワーク上と時間に集中

することにより生じさせることができる相乗効果を「集団的効果」と称しているということであ

る。国別特設研修の他の研修スキームと最も異なる特長とは「集団的効果」の発現であると想定

される。 
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第３章　国別特設研修の効果

　国別特設研修の効果発現の現状はどのようなものであろうか。前節を受けて、現地調査の対象

国であった南アフリカとベトナムの国別特設研修に関し、研修事業実施の大前提である「個人的

効果」の発現状況を確認し、次に「集団的効果」の発現状況について以下に整理する。

３－１　「個人的効果」の発現状況

　現地コンサルタントによる帰国研修員アンケート結果（南アフリカ400人中80人回答、ベトナ

ム564人中120人回答）からは、南アフリカ、ベトナムともに、ほとんどのコースについて、研修

内容を充分理解した、あるいは、ほぼ理解したという回答が得られている。目標を達成したを「５」、

ほぼ達成したを「４」、まあまあ達成を「３」、あまり達成できなかったを「２」、達成できなか

ったを「１」として評価対象各案件の平均値を出すと、すべての案件が3.8以上であった。また、

「あまり達成できなかった」、「達成できなかった」を選択した回答はなかった。

図３－１　研修の目標達成度

　また、研修内容の理解度を数量的に計ることはできなかったが、研修内容についての説明や評

価などから、帰国研修員に対するインタビューからはコースごとに程度の差はあるとしても、内

容の理解度は高いと思われた。

　一方、研修内容の活用度についてであるが、ほとんどの帰国研修員から習得技術を日常業務に

活かしたことがあるという回答が返ってきており（現地コンサルタントによるアンケート調査結

果では、南アフリカで80％、ベトナムで86％）、何らかの形で研修が業務に役立てられていると思

われる。

３－２　「集団的効果」の発現状況

　第２章で述べたように、国別特設研修の最大の特徴としては一国から比較的短期間にまとまっ

た数の研修員を招へいすることによる「集団的効果」が期待できることである。本評価の評価対
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象となった案件は、少なくとも募集要項（GI）や実施要領といった研修の内容を示す文書上では

研修の目標設定自体が曖昧で、そもそも「集団的効果」を意図して計画されたものは少ないように

見受けられる。このため、単純に既存の研修の目標が達成されたのかどうかを確認するだけでは、

全く「集団的効果」の発現については調査ができない。このため現地調査においては、上記で確このため現地調査においては、上記で確このため現地調査においては、上記で確このため現地調査においては、上記で確

認された個人的効果に加え、個々の案件について認された個人的効果に加え、個々の案件について認された個人的効果に加え、個々の案件について認された個人的効果に加え、個々の案件について「集団的効果」と呼べるようなものが発現して「集団的効果」と呼べるようなものが発現して「集団的効果」と呼べるようなものが発現して「集団的効果」と呼べるようなものが発現して

いるかどうかを、インタビュー結果を中心に検証することとした。いるかどうかを、インタビュー結果を中心に検証することとした。いるかどうかを、インタビュー結果を中心に検証することとした。いるかどうかを、インタビュー結果を中心に検証することとした。その結果、プロジェクトや専

門家との連携案件において、「集団的効果」が発現していると見られるケースがいくつか観察され

た。また、連携案件でなくとも、研修内容と研修員ニーズがうまくかみ合って、以下に紹介するよ

うに具体的な成果の発現にグループとして貢献していると判断される案件もあった。

　これらの案件数は、今回評価の対象となった国別特設研修の全体数に比べれば、サンプル数とし

ては非常に小さく、必ずしもこれら案件の特徴すべてを「集団的効果」の発現の要素として一般化

できるということではないが、これら案件を分析することはこれら案件を分析することはこれら案件を分析することはこれら案件を分析することは「集団的効果」をい「集団的効果」をい「集団的効果」をい「集団的効果」をいかに研修という手かに研修という手かに研修という手かに研修という手

段でもって発現させるのかを考察するうえで重要と考え、本章では事例として取り扱うこととする。段でもって発現させるのかを考察するうえで重要と考え、本章では事例として取り扱うこととする。段でもって発現させるのかを考察するうえで重要と考え、本章では事例として取り扱うこととする。段でもって発現させるのかを考察するうえで重要と考え、本章では事例として取り扱うこととする。

　(1) 連携プロジェクトの集団的効果

　南アフリカの「理数科教員養成者研修」とベトナムの「法整備」は、各々個別専門家チー

ム派遣「ムプマランガ州中等理数科教員再訓練計画」、重要政策中枢支援「法整備支援」と

連携している案件であるが、これらについては、「集団的効果」がプロジェクトの具体的成

果として現れていると認めることができる。

　前者の南アフリカの理数科教育指導者育成コースは、南アフリカの開発課題である人種・

地域等の間に様々な形で残っている格差の是正の一環としての、「初等中等教育を中心とし

た教育改革に対する支援」に対応している。同国別特設研修は、個別専門家のチーム派遣と

連携して、ムプマランガ州の理数科教員に対する指導プログラムの策定に取り組んでいる。

詳細は事例１に記すが、同州の各地区の指導主事と呼ばれる教員指導員が、本邦で国別特設

研修を受け、日本の理数科教育の現状を学んだあと、理科と数学のグループに別れ，実際に

ムプマランガ州で活用するためのカリキュラムの素案等についてのアクションプランを作成

するものである。同アクションプランは、研修員の帰国後、そのタイミングに合わせて派遣

された短期専門家チームと合同で現地でワークショップを行う際の議論のたたき台となり、

実際に実施されるプランとなる。日本側の条件としては専門家はほとんどが大学教員である

ことから、長期に日本を離れることが難しい一方、日本でのその所属組織の協力が得られた。

また、南アフリカ側としては、その政治的背景から理数科教育の機会が与えられてこなか

ったため、現実に機能している先進国の理数科教育の姿を見ることが大変な刺激になるこ

となど、双方の条件を勘案したうえで選択された協力活動の枠組みであり、一方がなけれ
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ば、もう一方の協力活動の目的は果たせないほどに密接に組み込まれている。国別特設研修

を受けた理数科指導主事が、国別特設研修時にグループで作成したアクションプランに基づ

いて現地でワークショップを行い、そうした過程を経て実施にいたった教員の再訓練から、

理数科教師の意識、態度に変化が生まれ、プロジェクト対象校での生徒の成績が上がりつつ

あるという報告がある。（帰国研修員上司へのインタビュー結果） 
 

事例１ 国別特設研修の活用事例 

    南アフリカ・ムプマランガ州中等理数科教員再訓練プロジェクト（MSSI） 

 

 南アフリカのムプマランガ州中等理数科教員再訓練プロジェクト（1999～2002）は、専門

家チーム派遣と２つの国別特設研修を有機的に組み合わせた案件である。ここでは、技術協

力促進型とプログラム連携型それぞれの要素をもち、その重点がプロジェクトの進展ととも

に変化していった事例として提示したい。 

 南アフリカでは、アパルトヘイト体制下、黒人に対する理数科教育が意図的に軽視された

という歴史がある。また、教育予算が著しく不足していたホームランド（アパルトヘイト政

策に基づく黒人自治地域）では、設備不足と低資格教員を抱えざるを得なかったなどの事情

から、現職教員の質をいかに高めるかが、南アフリカ教育省の最重要課題になっていた。ム

プマランガ州でのプロジェクトの実施に関しては、旧ホームランド地区を多数抱える州の教

育省の幹部の一人が、JICAの国別特設研修「地方教育行政」に参加し、校内研修制度に興味

を抱いたことがあげられる。また、それまでムプマランガ州では、2005年までに導入される

新カリキュラムの紹介のためのワークショップが実施されていたが、そこで研修した教員が

研修の内容を他の教員に報告するということが行われなかったことから、そのあり方が疑問

視される状況になっていたことなどがあげられる。 

 このような背景もあり、MSSIでは、計画の段階で学校ベースの活動に重点をおき、定期的

な校内研修のシステムを構築することを目標とすることで合意された。また、地区レベルの

ワークショップの対象者は、一般の教員ではなく、各学校における各教科のリーダーである

教科主任とすることになった。以下は、プロジェクトの概要である。 

 

〈プロジェクト概要〉 

上位目標：ムプマランガ州の中学生の理数科目の理解度が向上する。 

プロジェクト目標： 

  ① ムプマランガ州に学校ベースの自主的な現職研修システムを構築する。 

  ② ムプマランガ州の現職中等理数科教員の指導力が向上し、授業が改善される。 
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実施主体：ムプマランガ州教育省 

協力主体：国際協力事業団、プレトリア大学 

対  象：州内全中学校（約540校）の全理数科教員 

協力期間：1999年11月～2002年10月 

対象学年：Grade８とGrade９ 

対象科目：数学・理科 

 MSSIでは、ムプマランガ州教育省各地区の指導主事（CI）と教科主任（SH）の能力開発に

重点が置かれている。以下の図に示したように、まず、研修対象の指導主事の上司にあたる地

区長が国別特設研修「地方教育行政」で日本に招へいされる。その後、指導主事が、日本で行

われる国別特設研修「理数科教員養成者研修」に研修員として日本に招へいされ、グループで

翌年一年間に行うワークショップの計画を立て、実施に必要な教材の開発、及びその教材の背

景となる知識・技術を学ぶ。指導主事は、本邦研修の成果を活用し、現地において担当地区内

の教科主任（SH）を対象としたワークショップを実施する。各学校の教科主任は、年３回（各

回３日間ないし５日間）の地区レベルワークショップに参加し、定期的に校内研修を運営する

ために必要な技術・知識・教材作成法等を学ぶというサイクルになっている。 

 ２つの国別特設研修のうち、「地方教育行政」は、指導主事の上司の理解を得て、その後

のスムーズなワークショップの実施とそのための議論、及び運営の素地を形成する役割を果

たすという意味で、その後の技術協力を促進するために国別特設研修を活用したといえる。

また、両研修とも、全体目標の達成に欠かせない要素として協力に組み込まれていることが

特徴的である。 
 

本部：コーディ
ネーターチーム
（CT） 

 

ムブマランガ教育省 
地区事務所：地
区長（DM）と指
導主事（CI） 

 

広島大学 
 

 

日 本 側 鳴門教育大学 
 
 

 

 

 

 なお、本事例はその多くを以下の文献による。 

 1) 長尾眞文、又地 淳：「教育分野における新たな技術協力モデル構築の試み－南アフリカ、ムプマラン

ガ州中等理数科教員再訓練プロジェクトから－」『国際教育協力論集』５(1)、2002年７月、83-100 

 2) Minutes concerning Mini-Project Type Technical Cooperation for Mpumalanga Secondary Science Initiative in 

Mpumalanga Province, Republic of South Africa 

e.g.)翌年のワーク
ショップの計画、
扱うテーマの決
定、責任分担等 

SHs:Subject Heads（教科主任） 

当年対象地
区の地区長
への本邦研
修前ブリー
フィング： 打 ち

合 わ
せ ：
DM
とCI 

本邦研修の
課題の明確
化・受入側
との共有に
かかる打ち
合わせ：CT
とCI 

CI 
ワーク
ショッ
プ 

SH 
ワーク
ショッ
プ 

校 
内 
研 
修 

国別特設研修 
「地方教育行政」： 
DMが参加 

国別特設研修 
「理数科教員養成者研修」： 
CTとCIが参加 
→翌年実施のワークショップの
計画づくり 
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 また、ベトナム「法整備支援」においては、プロジェクトの支援で具体的な法整備が進め

られている（詳細は、事例２参照）。この支援事業の定量的結果としては、例えば法務省の

民事・経済法部で全職員の約半分（20名前後）が日本で研修を受けていることから、帰国研

修員自体がベトナム側ではっきりと認知される規模になっているおり、研修内容が生かされ

ている。 

 今回ヒアリングした法務省や、人民最高裁判所の研修参加者及びその上司からは、研修の

成果として、各種の法整備作業に日本で学んだ知識、経験が実際に役立っていることが指摘

された。法務省で具体例としてあげられたのは、民法改正時の不動産登録の扱い、刑法にお

ける賠償の扱い、会社組織に関連する法の整備、簡易裁判所の設置、裁判官養成のための機

関の設置等々の省内検討において、日本の経験の参照が帰国研修員を中心になされたことで

ある。人民最高裁判所では、2001年度の「民事訴訟法」をテーマとする国別特設研修に参加

したグループが、帰国後人民最高裁判所に対して、日本に倣って家庭裁判所を設ける案や法

廷書記を活用する案を採用することを提言し、最高裁判所指導層から案の有用性を認められ

たとのことである。また、「民事訴訟法」国別特設研修の参加者は、政府の「民事訴訟法」

法令草稿起草委員会の委員であることから、日本で学んだ事柄（例えば、訴訟手続きの簡素

化、民事訴訟被告の財産保護、小規模の民事訴訟の扱い）を起草作業に反映しているという。

ベトナムの法整備支援の場合、日本という全く制度の違う社会における法律の実際の適用の

実態をみた研修員が集団で同じ研修という体験を通じて周囲と議論していくことは、資本主

義社会にこれまで触れたことのなかった研修員がこうした研修成果を活用していくにあた

って大きな役割を果たしたと考えられ、これらの例は、法整備の国別特設研修が実務レベル

である程度のインパクトをもち始めたことを示唆している。 

 こうした変化や具体的成果は、連携するプロジェクトの成果とも位置づけられるものでもあ

るが、各研修員の習得知識・技術の集積のうえで成り立っており、研修の果した役割は大きい。 
 

事例２ ベトナム「法整備」支援 

 

 ベトナム法整備支援プロジェクトは、1994年にベトナム司法省一行が日本の司法制度の現

状把握を目的に来日したのをきっかけとし、爾来、現在に至るまでJICAの技術協力が行われ

ている。その間、1994年、1995年短期専門家派遣、1996～1999年フェーズⅠ、2000～2002年

フェーズⅡという形で推移し、その質量ともに拡大の一途を辿った。フェーズⅡは、年間国

別特設研修コースを４回（各回約10名）開設、長期専門家を４名派遣、短期専門家を30～40

名程度派遣、学位取得を目的とした長期研修員を年間２～３名受け入れる規模に達してい

る。本プロジェクトの特徴は、長期専門家に加え、短期専門家を大量に投入している点、国
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別特設研修により多数の研修員を本邦に受け入れている点にある（1994～2001年度、延べ157

名）。また、同研修は単なる人材育成でなく、法整備という課題解決プロセスの一環として

活用されている点でも特徴的である。そのプロセスは、現地セミナーの開催→第１ドラフト

の作成→国別特設研修において法案起草グループが草案を深める→第２ドラフトの作成→現

地セミナーの開催、というようなものである。毎年の立法スケジュールに沿って、対象年度に

どの法律を取り上げるのがよいか年次協議で決められるので、研修の課題は毎回異なってい

る。 

 本プロジェクトの成果は、具体的な法整備となって現れてきており、成功裏に推移してい

る。このなかで国別特設研修は、上述のようにプロジェクト活動の大きな部分を占めており、

帰国研修員や多くの関係者の意見を総合すると、効果的な展開を見せる国別特設研修の代表

的な事例と捉えることができる。 

 本プロジェクトの成功要因として、第１にあげられることは、プロジェクト全体の協力シ

ナリオを、フェーズⅡ開始のタイミングで立案し、関係機関の間で共有が図られたことであ

る。フェーズⅡでは、①個別立法作業の助言、②整合性ある法体系整備への助言、③法曹人

材育成システムづくりへの助言の３本柱が明確にされ、何を目指しているのかプロジェクト

のコンセプトの明確化が図られた。その結果、関係者が同じ方向を目指してそれぞれの役割

を果すことができるようになった。 

 第２に、結束力のある国内支援委員会の存在があげられる。国内支援委員長である森嶌昭

夫氏（名古屋大学名誉教授）を中心に、日本の外務省、法務省、最高裁判所、日本弁護士連

合会、名古屋大学を協力機関とし、JICAが事務局となって全体をコーディネートする体制が

敷かれている。関係者の間では月例の定例会合が開催され、活動の進捗状況、予定、懸案事

項が議論されている。JICA内部では、全体調整はアジア第一部インドシナ課が行う一方、国

別特設研修コースの企画、実施、評価は国内機関（研修センター）が行っている。全スキー

ムを一つの協力プログラムとして議論するスタイルは、毎年１月ごろに行う日本・ベトナム

関係機関によるAnnual Consultationでも踏襲されている。 

 

 (2) 専門家派遣との連携における「集団的効果」 

 他方、これほど規模の大きい案件ではなくとも、個別専門家との連携により効果が表れて

いるケースがある。本評価の対象のなかでは、ベトナムの「公衆衛生」と「廃棄物処理」の

事例がこれにあたると考えられる。ハノイ市人民委員会と東京都との交流・協力関係を軸に

進められている両コースでは、ハノイ市の行政機関に東京都から派遣されていたJICA専門家

が重要な役割を果たした。両コースは、1998年に訪越した外務省・JICA・東京都からなる調
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査団がハノイ市人民委員会と締結した、公衆衛生及び廃棄物分野に係る以下の合意に基づく

ものであった。 

   ① 東京都の専門家をハノイ市に５年間派遣 

   ② 東京都の同分野の個別研修１年及び、廃棄物分野５年間、公衆衛生分野３年間の国別特

設研修の受入れ 

 上記２点は相互に独立した合意事項であったが、「公衆衛生」研修の実施は、企画づくり、

人選、実施準備すべての面で専門家が積極的に関与し、研修受入を担当する東京都衛生局国

際担当者と調整する責務を負った。 

 また、「廃棄物処理」研修においては、ハノイ廃棄物処理公社（Hanoi Urban Environment 

Company：URENCO）の幹部が日本での研修に参加した。これら行政機関幹部、廃棄物処理

公社幹部の研修成果は、公社のウィークリーミーティング、あるいは「日本の廃棄物処理の

経験」や「最新の廃棄物処理」などと銘打ったセミナーやワークショップの形で公社職員に

広められた。また、それに加えて派遣専門家が実施した35回の現地セミナー等の活動で、研

修で習得された知識は組織内に十分浸透し、関係機関に大きなインパクトを残している。廃

棄物処理コースに関しては、研修の成果はハノイ市内での分別収集の試みや、ナムソン埋立

処理場の建設や運営に活かされているとのことである。 

 具体例としては、家庭ゴミの分別収集を学び、ハノイ市でも一部地域で開始した結果、顕

著な成果をあげていること（特にKim Lien地区では成果が顕著）、ナムソン埋め立て地建設と

運営に日本で実施されている方法を応用したこと、の２点が研修の効果として指摘された。 

 また、今回現地調査でインタビューすることのできた専門家のなかにも、国別特設研修を

彼等の活動と組み合わせることができれば、非常に大きな効果をもたらすことができるポテ

ンシャルの高いケースが見受けられた。税務分野では間接税の導入に向けて、所得調査が必

須であるが、それを担うべきベトナム側実務担当者のグループに、その手法等について国別

特設研修で学んでもらうことで、専門家の業務自体がより円滑に進む可能性がある。 

 

 (3) 単独案件における集団的効果発現のポテンシャル 

 連携案件がない案件の場合、帰国後研修員が具体的に何を行うべきかを意識して計画が策

定されていないことから、結果的に研修員が地理的に分散していたり、所属組織がばらばら

であったりするため、「集団的効果」はなかなか発現が期待できない。 

 しかし、「集団的効果」が明確に把握されていればより大きな効果が期待できた例として

は、ベトナムの中小企業振興コース、及び中小企業振興政策コースの２つの国別特設研修コ

ースがあげられる。投資計画省におけるこれらコースの帰国研修員インタビューの結果、国

別特設研修では、中小企業に関する法律や、国・地方それぞれのレベルでの金融・投資助成
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政策などを学んでいるが、それぞれの研修員がおのおのの職務から必要とされるテーマを

個人的に設定し、研修に臨んでいたことが判明した。例えば、日本における中小企業の定

義やモデル、管理方法、信用対策、金融・助成政策、情報提供、税金制度、中小企業診断

における指標の設け方、人材育成システムなど、より具体的で適用しやすいものを集中し

て学び、帰国後、彼らの業務の参考としている。さらに、インタビューのなかで帰国研修

員は、近年の中小企業助成法（2001年11月）、国内投資奨励法（1997年）、企業法（2000年）、

国営企業改正法の制定にあたって、法案の内容の面で中心的な役割を果たすことができた

と述べている。また、工業省の帰国研修員も、中小企業基本法の策定や給与基準の策定、

投資開発など彼らの職務に必要な知識を日本で学び、帰国後の業務に役立てている。しか

し、事前に具体的に集合的成果を、評価し得る目標や全体のフレームワークが設定されて

いたわけではなく、彼らに関係各省に散らばった研修員同士が連携して行動を起こすとい

った意識は薄いため、これらの成果は、偶然的要素が強く当初から期待された「集団的成

果」として捉えることは難しい。ただし、同国では急速に市場経済化が進められている過

程で必要に応じて他省庁との連携の機会があり、帰国研修員は中小企業振興を共通テーマ

として、業務上顔を合わせることも多く、研修員間のネットワーク形成は可能な状況にあ

った。この意味では“意図されなかった集合的成果”は発生していることは考えられる。し

かし、これは、ベトナム側にそれなりの大きな目標があり、それを達成するために研修員

が自分に与えられた課題を解決するための自己の目的を、明確にもっていたため発生した

ものと考えられる。また、こうした状況には、1998～1999年にJICAが開発調査「中小企業

マスタープラン調査」を実施していたが、必ずしも国別特設研修が同開発調査を含めた協

力プログラムの要素として、位置づけられていなかったことも影響があったと考えられる。

こうした集合的効果は、今後の研修の計画時に日本側、相手国側双方で意識的に目的の１

つとして位置づけられることで一層効果を高めることが可能であると考えられる。

３－３　「集団的効果」発現の促進要因

　本節においては、３－２であげた事例から「集団的効果」の発現を促した要因に関して考察す

る。まず、組織の中に同じ認識をもつものが何人いて、彼らの意思が反映される環境にあるかと

いう、相手国内の組織についての条件に共通性が見られる。南アフリカの「理数科教員養成者研

修」やベトナム「法整備」のように一定範囲に研修員が集中しており、帰国後研修の成果が当初

の計画が意図した形で活用される素地が形成された（南アフリカではムプマランガ州に30人以上、

ベトナムでは、司法省のみで50名以上、ほかに人民最高裁判所と人民最高検察院にそれぞれ10～20

名）。特に、南アフリカ「理数科教員養成者研修」においては、連携案件の実施により、研修員

の所属組織の目標が明確化され、関連する議論の場を通じて周知徹底されることにより、研修員
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の問題意識の共有化が図られている。 

 他方、研修コースの計画・実施のあり方に関する要因も抽出できる。研修が正確な先方ニーズ

に基づき策定されていることは、個人的・集団的双方の効果発現の大前提である。また、それに

十分コミットし得る日本国内の研修実施機関、あるいは日本側専門家が存在して、案件目標達成

の一環として、課題解決の一手段として計画・活動に取り込まれることが必要である。さらに、

こうしたなかでこれらプロジェクト関係者が研修員に事前事後にわたって働きかけを行い、研修

員が何らかの成果を生み出さなければならない環境・体制をつくる、あるいはそのインセンティ

ブを与える必要がある。 

 例えば、ニーズ把握と計画の観点から、南アフリカの「理数科教員養成者研修」、ベトナムの「法

整備」に共通していることは、 

  ① 研修実施機関が、連携案件の支援機関であり、専門家の派遣元でもあるため、現地情報の

蓄積がなされている、したがって、研修ニーズと研修内容のずれが最小化されやすい環境

が整えられている。 

  ② 連携案件を含む協力の全体像に国別特設研修が計画的に組み込まれている。 

  ③ 日本側専門家を中心とした支援体制がしっかりしている（リーダーシップの存在）。 

ということである。 

 さらに、「法整備」国別特設研修に関しては、研修の長期的シナリオをもっている、相手国と年

次協議に基づき、次年度の研修が企画されている、といったことが案件の効果を一層高めている

といえる。 

 また、専門家派遣と連携するベトナム「廃棄物処理」国別特設研修の場合は、相手国と協力期

間、及び研修計画について合意文書を交わし、専門家派遣と国特研修の連携が計画的に行われて

いる、専門家が研修実施機関から派遣されている、専門家が研修内容を研修実施機関と相談しな

がら決定していることに加え、専門家が人選に関与している、という特徴をもっており、冒頭で

述べた要因が当てはまる。 

 以上を総合すると、３－２に示す集団的効果の発現には、以下の要因が関係していると考えられる。 

  ① 各帰国研修員が関心事項・問題意識を共有している。 

  ② 帰国研修員が物理的に集中、あるいはネットワークを形成している。 

  ③ 研修員ニーズと組織ニーズが一致している。 

  ④ 研修課題と同一の課題に対して研修員所属組織が組織的対応をしている。 

  ⑤ 研修ニーズ（組織ニーズ）と研修内容が一致している。 

  ⑥ 相手国との共通理解の下で行われている。 

  ⑦ 課題解決が計画的に行われている。 

  ⑧ 双方にリーダーシップが存在する。 
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第４章 実施プロセスの現状 
 

 第３章３－３では、国別特設研修の効果発現の促進要因について述べた。本節では、研修の策

定から実施に至るプロセス（案件発掘、事前審査、コース内容検討、研修員選考、評価、フォロ

ーアップ等）の現状、問題点について、国内調査結果を基に把握するとともにこうした促進要因

が実施プロセス上で確保されているかどうか検証した。問題点として指摘された事項は、「集団的

効果」発現についての阻害要因ともいえる。また、問題点の中には国別特設研修のみならずJICA

研修一般にも共通していえる問題を多く含んでいるが、国別特設研修としての効果を充分発揮さ

せるために改善すべき点も多い。 

 

４－１ 案件形成の現状 

 案件形成段階のプロセスとしては、要望調査という採択の段階と、研修自体の目標をどこに設定

するかという計画の段階（３－３で指摘された促進要因は主にこの点に関係する）の問題がある。 

 

 (1) 要望調査～案件の採択に必要な情報 

 案件の採択については、①採択の基となる要望調査票の提出にまつわる問題と、②同票の

内容に関する問題が認識されていることが、国内調査の結果から判明した。今回の調査では

すべての在外事務所に意見を聴取することができなかったため、地域部からの意見を中心と

した分析になるが、①については、要望調査票に書かれた要望内容が分かりにくい場合があ

るといった指摘があった。また現状の、案件採択した年度に第１回研修を実施するという実

施サイクルの下では、国内機関からも要望調査票が届くのが遅く実施にこぎ着けるまでに苦

労するという指摘があった。特に新規案件の場合、研修内容が確定するまでに時間を要する

ことを考えると、要望調査回答締め切り時期、案件採択までに要する期間等について、柔軟

に対応する必要性が示唆された。②については、現地に事務所がない国からの要望調査は大

使館で取りまとめられるが、こうした国については、もともとJICAに情報が少ない国が多く

現地の意向が分かりにくく、在外企画調査員の配置や調査団の派遣が望まれている。 

 ②については、研修テーマの国別事業実施計画との整合性は容易に判断できても、研修計

画内容が重点課題の解決に十分貢献し得るのか、判断がつかないほどあいまいな要請内容に

なっている、記述されている情報が不十分で妥当性の判断がつかない、タイトルのみで案件

の審査を行わざるを得ないという意見が寄せられた。 

 在外事務所からは、要望調査票を作成する際、研修の受入れ可能な期間や日本で対応可能

な技術等の国内リソース情報にアクセスできないため、研修内容、想定される受入機関など

についての記載が困難であることが指摘された。同様に、地域部においても国内事業部を通
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じて国内機関へ実施の可能性が打診される時点で問題となることは、研修要請内容もさるこ

とながら、受入先があるかどうかということであるとの指摘があった。案件発案者が専門家

である場合は、受入先の想定が容易であるが、在外事務所で立案された場合、現地に国内リ

ソース情報がなく、供給サイドの問題を考慮していないケースもあり、しばしば、受入先が

未定のまま案件が採択される。また、研修を実施するための国内リソース（研修実施機関、

分野専門家）情報に関して、国内機関としても不足しているという意見があった。効果的な

案件選定のためには、現地ニーズと日本側供給能力のマッチングが必要であるが、国内リソ

ース情報の整備が不十分な状態にあることが明らかとなった。 

 

 (2) 集団的効果の発現を意識して計画されていない 

 現状の国別特設研修では、募集要項（General Information：GI）、実施要領では、「目標」自

体の書きぶりもあいまいなものが多く、かつPDMの形で計画を整理されているものも極めて

少ないことから、「目標」としてかかれていることが、アウトプット、プロジェクト目標、

上位目標のいずれとも読みかねる表現になっているケースも多い。こうしたあいまいな目標

設定は、国別特設研修のメリットを生かす、あるいはグループ・集合に帰する研修の成果が

想定されていないことを示していると考えられる。 

 実際に、第３章の３－２で「集団的効果」の発現例として紹介したベトナム「法整備」国

別特設研修でさえ、その応募要領上では研修員が帰国後達成すべき成果について、具体的に

述べてはいない。また、繰り返しになるが「集団的効果」の発現を明確に意識して研修の計

画がなされていれば、より大きな効果が期待できた例として、前述のベトナム「中小企業振

興政策」及び「中小企業振興」国別特設研修があげられる。この場合、「集団的効果」が結

果的に発現したと考えられるが、事前にこうしたニーズ把握が行われ、各種法案の策定を意

図した計画となっていれば、より大きな効果となって現れていた可能性がある。 

 

４－２ 案件策定のための情報収集 

 (1) 研修内容策定のための情報 

 研修内容策定のためには、案件の採否を決定する以上に具体的な情報が必要となるが、こ

の段階の問題として、地域部、在外事務所から提供される情報量が少ないといったことがあ

げられた。国内機関へのアンケート・インタビュー結果からは、研修内容作成のための情報

源としては、要望調査票や在外事務所の比重は低く、現実的には、実施機関、調査団、専門

家からの情報が大きな位置を占めていることが読みとれる（図４－１）。これは、地域部や

在外事務所で案件立案や採択に必要とする情報の精度、研修内容策定のための情報の精度は

全く別であることから、国内機関と研修実施機関がコース内容を決定するにあたって、情報
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が不足している場合に、在外事務所に専門的な事項に関する情報を要求しても、往々にし

てその分野で派遣されている専門家がいなければ、きめ細かい対応は実際には困難であり、

研修実施機関の情報網や本邦から派遣される調査団の情報に依存している状況を現して

いる。

　これは国内機関の情報収集の工夫についてのアンケート回答からも裏づけられており、

国内機関は情報収集のために、①研修員が提出するカントリーレポートへの記載内容を工

夫して情報収集する、②在外事務所経由で現地関係機関と連絡を取る、③現地プロジェク

トや現地派遣専門家、あるいは、帰国専門家へ連絡を取る、④現地調査へ実施機関の人を

参加させる、といった手段をあげている。

　この点について更に興味深いのは、国内機関のアンケート・インタビューからは、全案

件の約３分の１のみについて連携スキームがあるという回答が得られた一方、地域部への

アンケート・インタビューによると、半数が連携案件ありという結果が出ていることであ

る（図４－１参照）2。実態としてどの程度国別特設研修が連携しているか、という点に

ついては国内機関と地域部で認識のずれがある状況が観察された。連携案件の関係者が案

件形成に関与したのみで、その後の研修実施等にあたっての連携がないものや、ベトナム

「法整備」国別特設研修のようにプログラムに組み込まれて連携の度合の強いがあるもの

など、その連携のあり方は様々であるため、回答に違いが現れているものと考えられる。

                                                                                         
2 地域部では、現地に関連の専門家やプロジェクト方式技術協力があれば、連携していると回答するケースが多々あり、
国内機関のほうは実質的に協力を仰ぐことができる連携案件だけを取りあげていると考えられる。一方、案件立ち上げ
のときは協力する専門家やプロジェクト方式技術協力があったが、現在は、協力期間が終了して、単独案件となってい
るというケースもあり、こうしたことが、地域部と国内機関の回答の差の一因とも考えられる。

図４－２　連携案件の有無

図４－１　コース内容作成情報源
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　さらに、研修実施機関へのインタビューにおいて「JICAの情報収集の体制と内容がバラバ

ラなので実施機関で整理しなければならない」という指摘があったように、情報収集に関して

JICAとして組織的な対応はなされていない。これは、地域部、在外事務所の体制、また専門

家の派遣状況が国ごとに大きな差があるため、対応に差が生じることに加え、情報収集が関係

者の属人的努力によって行われ、継続性を欠いていることも指摘し得る。各関係機関が役割分

担を明確にしつつ、組織として情報の収集・共有を図る必要があろう。

　案件立案に現地の専門家が関与している場合、又は、連携案件がある場合には、情報の入手

の問題が少ない。事実、国内機関へのアンケート・インタビューにおいて、研修内容策定のた

めの情報を充分入手している、若しくはおおむね入手しているとした案件の割合は、単独案件

では40％強であるが、案件発案に専門家が関与している案件や連携案件においては、いずれも

80％を超えている（図４－３）。また、国内機関へのインタビューにおいては、現地専門家あ

るいはプロジェクト方式技術協力との連携があるとされた案件3においても、案件立上げ後は

現地からのフィードバックがなく、研修の有効性の確認や改善につながっていないケースも報

告された。また、現地に関連する専門家がいても、ほとんど研修内容作成や研修員の選定、帰

国研修員の活用に関与していないケースもある。これは、JICA関係者をはじめ、関係者が国

別特設研修の有効活用について意識していない、情報の共有がされていない、あるいは、現地

専門家の業務担当事項やプロジェクトの活動として位置づけられていないためと推察される。

積極的に現地専門家が案件立案にかかわるよう促す方策の検討が必要であり、また、連携案件

を優先して採択すべきであろう。

４－３　研修ニーズと研修内容の合致

　研修実施機関及び国内機関へのインタビュー結果によれば、研修内容は研修実施機関でたたき

台を作成し、国内機関と協議して決定しているケースが多い。研修内容の策定に際し、JICAから

                                                                                            
3 エジプト「参加型水管理」国別特設研修、ケニア「小規模灌漑農業」国別特設研修

図４－３　研修内容策定のための情報
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の情報量が不十分とする指摘をした研修実施機関は半数を超えている（回答のあった10機関中

６機関）。JICAから提供される情報が不十分な場合は、帰国専門家から得ているケースもある

が、多くは、実施機関に蓄積された情報やネットワークが重要なソースとなっているようであ

る。実施機関では研修ニーズ情報が不足していると認識しており、現地調査を希望する機関が

多くあった。

　研修内容策定には専門的な知識が必要であることから、最終的に実施機関及び関与する専門

家の熱意、知見の深さ、ネットワークの広さによって研修内容の充実度が決まってくる。JICA

としては、こうした国内リソース（実施機関、分野専門家）情報を充実させるとともに、実施

機関や分野専門家による情報収集を支援する体制（例：現地調査への参加）、あるいは組織的

な情報収集と提供といった事項について、再検討すべきであろう。

　研修内容の質を向上させるために、従来のコースリーダーだけでなく、数名の専門家や現地

経験者を交えた、カリキュラム検討委員会や支援委員会を設けているところもあった。また、

担当者レベルでは、国内機関同士で、類似分野に関する意見交換もしばしば行われている。し

かし、こうした取り組みも、担当者や研修実施機関が自発的に行っているだけで、制度的に支

援されていないことから一貫性・継続性について懸念が残る。

　国内機関へのアンケート・インタビューでは、東アジア・中央アジア、南西アジア・大洋州

及び中近東・欧州の案件に、研修員ニーズと研修内容にずれが観察されるという回答が多かっ

た（図４－４）。これらの地域は、JICA事務所がないうえ、研修実施機関もその専門性やネッ

トワークを活かせる地域ではないといった理由で、現地とのコミュニケーションが難しく、現

地情報が不足している。このため、研修内容が現地ニーズとずれている、又は対象外の研修員

が送られてくるといった問題が生じる確率が高いものと思われる。

図４－４　研修員ニーズとコース内容との合致
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４－４ 研修員の選定 

 国別特設研修であっても、送られてくる研修員のバックグラウンドが全く均質であることは稀

である。個々の研修員のニーズを研修開始前に把握し、研修効果を高めようとする工夫は、研修

員からのジョブレポートの入手、研修員への個別インタビューという形で行われている。個々の

研修員ニーズを把握することによって、ニーズに対応した研修内容の変更、調整が行われること

もあり、次年度の研修員選定要件修正にもフィードバックされている。こうした工夫は奨励され

るべきものであるが、ターゲットグループとテーマが明確であれば、研修員ニーズと研修内容の

不一致は、人選のプロセスの問題といえよう。 

 研修員の選定の問題として国内機関から指摘があった事項は以下のとおりである。 

  ① 提出された応募書類（A２・A３フォーム）からだけでは、研修員の研修受講者としての適

性を測る情報としては不十分である。 

  ② もともとの計画で研修のターゲットグループが不明確な場合がある。 

  ③ 募集要項（GI）に記載された資格要件が不明瞭な場合がある。 

  ④ ほぼ同じ条件で選定された研修員の能力に格差がある場合がある。 

  ⑤ 国の規模が小さいと人材の層が薄く、研修内容に合致する研修員の確保が難しい。 

  ⑥ 相手国政府内での選定過程に問題があり、資格要件外の研修員の応募がある。 

  ⑦ 相手国から選出された研修員が、定員を超えていないと選択の余地がない。 

  ⑧ 国によっては設定された資格要件に無理がある。 

 国内機関では、こうした問題に対処するために、募集要項（GI）の応募資格を明確にする、応

募書類（A２・A３フォーム）以外に選定に必要な情報を提出してもらう、といった工夫がなされ

ている。また、在外事務所においても、応募者と面接する、相手国政府へ人選方法改善を要請す

る、などの努力が払われているが、人選については相手国政府に委ねられておりJICAが関与でき

ず、国別特設研修を戦略的に活用できない要因の１つとなっているケースもある。 

 一方、国内機関へのアンケート・インタビュー結果では、連携案件がある案件あるいは研修内

容作成に専門家が関与した案件は、その他の案件と比較すると、研修員のニーズと研修内容の合

致する率が高くなっている（図４－５参照）。これは、現地専門家が案件形成にかかわると、内容

そのものが現地ニーズにより合致したものになるのに加え、人選に関しても在外事務所や国内機

関へ情報を流すことが可能であるためと考えられる。 
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４－５　研修実施

　国別特設研修は研修員のバックグラウンドがほぼ均質なので、地域事情、生活習慣が研修員に

よって異なる集団研修より、運営上の問題が少ないという見方もあるようであるが、国内機関や

研修実施機関へのインタビューによると、運営面において集団研修と国別特設研修に大きな差は

ないということである。研修委託先の選定が最も大きな問題であるが、これは国別特設研修に限

ったことではない。前述のように、国内リソース情報の充実と委託先の開拓が必要である。

　研修実施機関で研修実施上の問題となることは、ニーズ情報の不足とニーズにマッチした講師

や視察先の選定である。また、特殊言語での研修が必要な場合、専門用語まで理解する通訳の選

定が難しいといった問題が指摘された。

４－６　評価とフィードバック

　国内機関では、集団研修と同様に、研修終了時に行う評価会や質問票から得られる研修員の意

見に加え、コースリーダーや講師の所感、研修監理員の意見等を集約して、次年度の研修内容に

フィードバックしている。

　国内機関へのアンケート・インタビュー結果によると、研修終了後に行われる評価会において、

研修員から指摘される問題点の半数は、カリキュラムと研修期間に関することである。評価会そ

のものの問題点は、意見が少ない、毎年相反する意見が出るという回答が多く、次いで質問票か

ら有効な情報が得られない、意見が総花的で優先順位が付けにくい、といった回答であった。

　上記より国内機関では、評価会のみでは研修員からの評価を十分に把握することができない場

合も多いと判断している。このため、①研修員にウィークリーレポートを提出させる、②定型の

質問票とは別にアンケートを実施する、③個別面談を実施する、④中間評価会を行う、といった

工夫がなされている。

　研修が終了すると、国内機関は研修実施報告書を取りまとめ、地域部、在外事務所へと回付す

る。地域部へのアンケート・インタビューによると、報告書の回付が遅れたり、在外事務所への

送付が徹底されていなかったりするケースも散見される。研修結果の現地へのフィードバックの

図４－５　研修員ニーズと研修内容との合致
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工夫としては研修実施報告書を在外事務所に送るほか、①報告書の内容を研修員所属先へ送付し、

次年度の内容を調整する、②カントリーレポート、報告書を基に専門家からコメントを受領する、

③研修員が在外事務所や専門家に対する報告会を開催する、といったことが行われている。 

 実際の研修効果の発現状況や、研修内容が現地ニーズに合致しているかを把握するためには、

現地に連携する協力案件や専門家がいない場合、フォローアップ調査実施することが必要になっ

てくる。フォローアップ調査は、研修実施機関からの要望もあり、研修実施機関が調査に加わる

ことが増えている。研修実施機関の現地調査参加は、その後の研修内容を充実させるために重要

である。 

 以上が、評価とフィードバックの現状であるが、国別特設研修のために、特別な方式が取られ

ているわけではない。国別特設研修のあり方の議論が必要であるが、仮に国別特設研修が国別援

助計画に沿って目標をもって行われるものとするならば、１つのプロジェクトとして指標を設け、

モニタリング・評価する体制を検討する必要がある。 
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第５章　提　言

５－１　国別特設研修の目指すべき姿

　第２章の冒頭で整理したように、JICA職員の間で国別特設研修をどのような目的の事業に対

し使用すべきかという点については、一定のコンセンサスがある。しかし、それらが案件の採択・

形成・実施を通じて現実のコースに反映される仕組みができていない。国別特設研修は比較的新

しい協力形態であり、集団研修と運営上の違いがそれほど意識されていないこと、JICAが国別

アプローチについてはまだ取り組み始めたばかりであることなど構造的な要因も相まって、結果

的に、国別特設研修のメリットを理解し、それを十二分に活かすことを念頭においた、意識的な

計画が徹底されていないのである。

　一方，現在JICAが取り組んでいる２つの課題、すなわち、厳しい財政状況下において国民へ

の説明責任に応えるために援助資源をいかに効率的に活用していくべきか、また、そうした効率

的運用を図るためにJICAが打ち出した方向性である国別アプローチをいかに具体化していくべ

きか、という点に国別特設研修がどのような解決策を提示できるかを考えなければならない。

　本評価では、第２章２－３において整理したように、国別特設研修のもたらすことのできる「集

団的効果」をその最大のメリットと考える。また、現在「集団的効果」の発現が一部のケースに

しか確認できない原因は、「集団的効果の発現を国別特設研修の特長的な効果と組織として認識

していない」ことに加え、「その特長的な効果を実現するためには具体的にどのように目標設定

をし、計画・実施していったらよいか」という点に係るガイダンスがないことである。

　本章では、まず、国別特設研修の本章では、まず、国別特設研修の本章では、まず、国別特設研修の本章では、まず、国別特設研修の「集団的効果」の発現を念頭においた研修の計画への、国「集団的効果」の発現を念頭においた研修の計画への、国「集団的効果」の発現を念頭においた研修の計画への、国「集団的効果」の発現を念頭においた研修の計画への、国

別特設研修を連携案件との組み合わせ方について本評価の調査から抽出した３つの型を提示し別特設研修を連携案件との組み合わせ方について本評価の調査から抽出した３つの型を提示し別特設研修を連携案件との組み合わせ方について本評価の調査から抽出した３つの型を提示し別特設研修を連携案件との組み合わせ方について本評価の調査から抽出した３つの型を提示し

たい。たい。たい。たい。これらの型は、必ずしも相互に排他的でもなければ、これらのみが集合的な効果をもた

らすことのできる型ではなく、例えば、１と２を組み合わせることにできる今後の事業の実施や、

本評価で詳細に調査することのできなかった研修から新たな型が加わっていくことを期待したい。

　５－１－１　プログラム連携型

　対象国の開発課題に一層効果的に協力を行うために、１つの目標に対し、複数の手段を組み

合わせたプログラムとしての協力を行う動きが、今後加速していくことになるが、この型は、

技術協力プロジェクトに位置づけられる国別特設研修について、そのようなプログラムへ組技術協力プロジェクトに位置づけられる国別特設研修について、そのようなプログラムへ組技術協力プロジェクトに位置づけられる国別特設研修について、そのようなプログラムへ組技術協力プロジェクトに位置づけられる国別特設研修について、そのようなプログラムへ組

み込み方を示唆み込み方を示唆み込み方を示唆み込み方を示唆するものである。

　プログラムの目標の達成にあたっては、協力の目標の種類により、一活動要素として国別特

設研修を活用することが有効な場合がある。例えば、適切なタイミングで人材をまとめて研修

することが必要となる場合や、また、途上国内では、まだ制度や技術が実社会のなかで稼働し
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ている状況を見ることのできない場合、本邦で研修させ、現地に戻ったあとに当該国別研修が

含まれる技術協力プロジェクト、あるいはプログラムの中で活動してもらうことの意義は大き

い。また、日本側の協力リソースの問題として、長期に人材を派遣することが難しい場合も、多

くの人数を一定期間日本に招聘し、協力全体の重要な一要素として活用することも考えられる。

また、各年度、各回の研修目標と内容の配列を工夫し、同じ研修員が段階を踏んだ（必要とされ

る各分野の）研修を修了することで、最終的に目指す形の人材育成を行うことも可能である。 

 各回の研修の成果を、プログラムで実施すべき活動の必要な要素として織り込んでいくため

に以下について検討する必要がある。 

   ① プログラムの全体計画に基づき、技術協力プロジェクトの各年度ごとの達成目標を設定

する。 

   ② 上記技術協力プロジェクトのなかで、国別特設研修の各年度ごとの達成目標、手段を設

定する。 

   ③ 上記②に必要な（各年度ごとに）研修目的・内容・実施時期・期間を決定する。研修員

の帰国前、帰国後の活動計画を策定する。 

   ④ 帰国前、帰国後の活動計画とプログラムの他の活動とのリンケージを確保・確認する。 

 第３章で取り上げた、ベトナムの法整備支援に関連する研修コースは研修自体が１つの独立

した協力形態と位置づけられていたが、重要政策中枢支援による専門家の派遣と組み合わせ、

研修テーマを当該年度のベトナムの法律制定の予定に合わせたものに絞って研修を実施し、帰

国後は研修員らに法案の起草や法制度・システムの改善に取り組んでもらうことを想定したも

のであった。今回の現地調査結果から、ベトナムの法整備支援においては、研修経験者が多数

になったことから、新たな法整備の課題と可能性が出てきているということがいえる。１つは、

これまでの国別特設研修で、ベトナム側に日本から学べる点について、見当がつくようになっ

たことから、特定の課題について日本から短期専門家を招いて、ベトナム国内でより多数の関

係者に研修を行うといったような選択肢を考えることもできるようになってきたことであり、

もう１つは、短期的な法整備作業に加えて、長期的な法体系構築を担っていくための人材育成

の課題が認識されてきたことである。このような可能性の出現は、継続して日本における国別

特設研修を活用していくのであれば、テーマの選択や研修員の選定基準を一層吟味して、帰国

後の集合的な研修成果の活用が、目に見える形にすること等に配慮する必要を示唆している。

当初からこのような効果が想定できれば、全体目標を達成するために、必要な研修の内容と回

数を積み上げて、一回一回の国別特設研修の目標と内容を当初から適切な順序で設定してこと

が考えられる。 

 以上のように、プログラムの目標の達成のために、国別特設研修をその欠くべからざるコン

ポーネントとして組み込んでいくのが、プログラム連携型である。 
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 ５－１－２ 技術協力プロジェクト連携型 

 ５－１－１のプログラム連携型の一部にも含まれ得るが、技術協力プロジェクトの中の個別

派遣専門家を中心とした技術協力プロジェクトの場合、彼らの活動をコンパクトかつ効果的に

結びつけていく協力のあり方もあろう。個別派遣の専門家は、活用できる投入手段が比較的少

ないために、現場で変化を起こす方策についてアイデアがあっても、カウンターパートの理解

と協力を得られず、結果として専門家自身の活動がスムーズに進まないケースがある。国別特

設研修の企画・人選に専門家自身が深く関与することによって、専門家が果たすべき業務を実

施するうえで、必要なカウンターパート組織としての理解を得ることや、同じ内容を多くの人

材に一定の知識・技術を移転することで一気に作業が進むことが可能となる。 

 また、第３章であげた「公衆衛生」、「廃棄物処理」の例に見るように、国別特設研修を活用

することで、現地側に日本の現状や専門家が伝えようとしている技術・制度の活用に対する理

解者が増え、更に国別特設研修に参加した研修員に専門家１人では必ずしも伝えきれなかった

多様な知識・技術を比較的短期間に習得してもらうことが可能となるため、専門家はそれらの

知識・技術をベースに次の段階（面的広がりでも知識の深度でもありうる）に進んだ協力を展

開することが可能となる。つまり、専門家がその実力を十二分に発揮できる素地を形成するた

めに国別特設研修を活用することが可能ということである。 

 技術協力プロジェクト連携型は、個別派遣専門家と国別特設研修という投入をまとめて行う

ことによって、国別特設研修の「集団的効果」を専門家の業務を促進するために活用すること

も可能である。 

 

 ５－１－３ 技術協力推進型 

 JICAにとって、援助を通じた協力を開始したばかりの国、あるいは分野では、全く日本の協

力の素地がない開始当初から大がかりな援助資源の投入を行うことが、困難又は効率的ではな

い場合がある。ある程度まとまった資源を投入して、それらが効率的に活用されるためには、

JICAが、正しい現地情報に基づいて的確な場所とタイミングで投入を行う必要があるうえ、対

象国がJICAの援助システムを理解したり、日本から提供を受けるべき技術的内容はどのような

ものであるか把握したりするなど「技術協力への準備」が整っていることが重要であるが、必

ずしもこの段階に達していないケースがこの型の対象となる。 

 こうした研修においては、参加した研修員が日本の援助リソースや体制への理解を深め、自

分たちが何を日本から学ぶべきかという点について、明確な考えをもつようになることが重要

である。例えば、南アフリカはJICAの協力が1994年に開始された比較的協力の歴史の浅い国で

あることもあり、南アフリカの「理数科教員養成者研修」の第１回目の研修の参加者は、「当初

は具体的にはこのプロジェクトで何をすべきか、また国別特設研修をどのように位置づけるべ
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きかよくわからないまま来日したが、研修を通じてプロジェクトを支援する広島大学、鳴門

教育大学の関係者から講義を受けたり、議論したり、日本の教育の実際の姿を観察したりす

ることによって、何をどのように日本から学ぶべきなのかわかってきた。第１回研修に参加

した研修員はそうした視点をまとめたアクションプランを日本側、南アフリカ側双方に提示

した」と述べており、国別特設研修に現状把握とコミュニケーション促進の効果があることを

示唆している。

　また、日本側に情報の少ない地域・分野に対して行われる研修では、現状、研修開設当初

から研修実施機関がこれまで提供してきた内容を現地に即した形に修正することが困難であ

ることから、現地ニーズとの整合性に不安を抱えたまま実施しているケースも少なくない。

現地の治安等の関係で、事前の調査が困難な場合は、国別特設研修の１、２回目を対象国側

関係者を招へいして、双方が情報を交換・共有し、今後の国別特設研修、あるいはその他の

協力の検討・合意形成の場として活用するのも一案である。

　さらに、研究をベースにした協力から提示された政策提言を、実務レベルの技術協力に落

とし込んでいくために、先方政府関係者を国別特設研修で受け入れて、その具体化の作業を

行うといったような使い方も考えられる。

　以上、国別特設研修の３つの型の違いを図式で表したものが図５－１である。横にとった

目的軸、課題解決支援と対極においた日本の協力、及び対象分野の現状理解の間の重点の置

き方の違いが、３つの型の間での最も根本的な違いであり、したがって期待される「集団的

効果」の内容も異なってくる点を理解する必要がある。また、いずれの型も研修実施回数を

重ねることによって、より一層集団的効果を意図した内容になっていくことが望ましいため、

方向性を矢印で示している4。

                                                                                         
4 これら３つの型以外にも目的に応じ、様々な形で国別特設研修を活用することは十分可能である。JICAベトナム事務所
からは、WTO加盟支援など交渉の進展に併せて必要なテーマを適宜移転するために、関係者をミッションのように受け
て入れて、短期間日本で対話を通じながら、様々な技術移転を行うといった「コンサルテーション型」の提示があった。

課
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個人的効果
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プログラム連携型

技術協力
プロジェクト連携型

目的軸

国特研修の目指す方向
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５－２ 国別特設研修の実施プロセス～「集団的効果」の発現をどのように確保するか 

 上記のような「集団的効果」の発現を念頭に置いた国別特設研修の形成・実施にあたっては、

どのような工夫が必要となるのであろうか。第３章３－３で抽出された、「集団的効果」の促進要

因はいずれも研修の計画に含まれるべき、あるいは計画の段階で押さえておくべき事項が中心で

あるといえる。また、３－４で把握した現状の実施プロセスに照らし、「集団的効果」の発現を確

保し得る実施プロセスに向け、改善策を考察する。 

 

 ５－２－１ 案件採択・コース仕様決定 

  (1) プログラムにおける国別特設研修の位置づけの確認 

 協力自体の対象とする課題が、JICAが実施する案件の対象として妥当性があるかという

点、また、JICAとしてその課題にどのような協力アプローチをとるかという点については

国別特設研修がその中に含まれるかどうかにかかわらず、いずれの協力においても十分確

認が必要である。協力の全体計画が複数の技術協力プロジェクトを組み合わせたプログラ

ムとして描かれるレベルにおいても、国別特設研修が技術協力プロジェクトの一要素とし

て取り込まれるレベルにおいても、そのなかで国別特設研修がどのように位置づけられる

のかを十分吟味する必要がある。具体的には、プログラムの目標と国別特設研修を含む技

術協力プロジェクトの目標の関係が十分な実現可能性をもった因果関係として捉えるこ

とができるかどうか、また、プログラム目標あるいは技術協力プロジェクト目標の実現に

は、他の協力要素による達成される内容と国別特設研修で達成される内容が必須であるか

などは十分吟味されるべきである。 

 

  (2) 目標の明確化 

 次に、どのような協力の立案に際しても同様であるが、国別特設研修を活用するのであ

れば、その協力により解決すべき課題はどのようなものであり、それが国別特設研修のも

たらす「集団的効果」によって最も効率的に実現され得るかという点を確認する必要があ

る。国別特設研修の特徴である「集団的効果」を課題解決に有効に活用するためには、ま

ず、課題解決に必要な人材育成ニーズの特徴や規模、実際にどこまで到達してもらい、ど

のように機能してもらうかということを洗い出す必要がある（以下、チェックリスト参照）。 

 

〈チェックリスト〉 

□その課題は、集中かつ比較的多量の人材育成が必要なものであるか 

□どのような人材が育成されるべきか明確になっているか（何年後に、何人の人材が、 

何ができるようになることが目標か） 
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□育成の対象となる人材はどのような組織に何人いるのか 

□彼らが帰国後グループとして達成すべき責務は明確か。また、その責務はプログラム 

目標の達成に欠かせないか 

□本邦で研修をする必要性・メリットは明確か 

 

 したがって、例えば、あるプログラム（あるいは技術協力プロジェクト）が採択された

場合、そのプログラム（あるいは技術協力プロジェクト）目標達成について、上記チェッ

クリストに明確な回答を出すことのできる人材育成のニーズがあれば、国別特設研修をそ

のニーズを満たすための活動形態として、取り込むことを検討する余地があるということ

になる。これは、まず、目的と成果をマッチさせ、最も有効な形で協力全体のなかで位置

づけるために作業である。なかでも特に重要であるのが、研修実施後に各研修員が何をで研修実施後に各研修員が何をで研修実施後に各研修員が何をで研修実施後に各研修員が何をで

きるように（あるいはどういう状態に）なっているかということを明確にしておくこと（アきるように（あるいはどういう状態に）なっているかということを明確にしておくこと（アきるように（あるいはどういう状態に）なっているかということを明確にしておくこと（アきるように（あるいはどういう状態に）なっているかということを明確にしておくこと（ア

ウトプット）ウトプット）ウトプット）ウトプット）である。これは、すなわち「集団的効果」の前提である個人的効果をまず確「集団的効果」の前提である個人的効果をまず確「集団的効果」の前提である個人的効果をまず確「集団的効果」の前提である個人的効果をまず確

保する保する保する保することである。このため、例えば、研修実施後には「A分野のなかのA－１サブ分野の

基礎知識とされるB、C、Dを習得する」であるとか、「E分野における理論と実験機材の使

用法を理解し、１人で実験を行うことができる」、又は、「Fという行政上の課題について

解決に関する提案書を書けるようになる」などの、アウトプットの明確な設定が必要であ

る。国別特設研修の場合には、研修員がグループとしてアクションプランを取りまとめた

りすることもあり得るが、そういったグループでの活動を可能とするレベルに彼らが到達

する必要があることからいずれにしても上記の「個人的効果」の発現はその前提である。 

 さらに、これらいくつかのアウトプットが研修の実施により達成され、さらに、帰国後

研修員が集団を形成し、想定された時間・空間の中でそれらを活用・機能させていくこと

によって、「集団的効果」（プロジェクト目標）が達成される。 

 また、日本側研修実施機関が提供可能な研修内容とニーズが合致しているのか判断する

ことも重要であることから、上記のチェックリストに以下を追加する必要がある。この点

に関しては、国内機関でどのような研修なら受け入れたいといったようなオファー情報を

共有する仕組みをつくり、在外事務所、地域部や現地派遣の専門家等が参照できるように

することも有効である。 

 

〈追加チェックリスト〉 

□本邦研修実施機関のもてるリソースで適応可能な研修ニーズか 
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　　(3) 地理的分散、組織的分散を考慮する

　これに関連して、現状、募集要項（GI）、実施要領において、研修員の資格要件は、年齢、

経験年数や希望する職位を中心に記載されているが、具体性のレベルを一層深める余地が

ある。

　研修の対象国の状況により、国の広さや地方分権化などで州ごとに自然環境や社会・経

済状況が異なる場合、対象地域・グループを絞らないと、ニーズに合わせた研修が難しく、

結果的に一般的で総花的な研修内容となり、また、研修員が分散し量的効果も期待できな

いことから集団的効果の発現は難しい。例えば、南アフリカでは、歴史的背景から州ごと

にニーズが異なるというケースであるが、途上国の中には、地方分権化が進展し、地方ご

とに優先順位の高い課題や、周辺事情が異なるため、目的によっては、帰国後共同で効果

を出すことが難しいケースがあることが想定される。このような場合は、対象地域を絞り

込んで対応することを検討すべきである。

　　(4) PDMの活用

　上記のポイントを押さえた採択及び実施、又、それ以降の国内機関及び研修実施機関に

おける更に具体的な研修内容の決定の過程でPDMをツールとして活用していくことが望ま

しい。導入のメリットとは以下のとおりである。ただし、今後立案される案件については、

国別特設研修以外の他の協力コンポーネントがある場合が多くなることが想定されること

から、本報告書でも提示しているプログラム連携型、技術協力プロジェクト連携型を含む本報告書でも提示しているプログラム連携型、技術協力プロジェクト連携型を含む本報告書でも提示しているプログラム連携型、技術協力プロジェクト連携型を含む本報告書でも提示しているプログラム連携型、技術協力プロジェクト連携型を含む

こうした協力のケースについては、研修単体のみではなく、それら協力の全体像を含めたこうした協力のケースについては、研修単体のみではなく、それら協力の全体像を含めたこうした協力のケースについては、研修単体のみではなく、それら協力の全体像を含めたこうした協力のケースについては、研修単体のみではなく、それら協力の全体像を含めた

計画を策定することが妥当であろう。計画を策定することが妥当であろう。計画を策定することが妥当であろう。計画を策定することが妥当であろう。

　　　 1) 国別特設研修のプログラムのなかでの位置づけを整理し、また、各レベルでの目標を明

確に設定することが回避できない状態をつくり出すことになることから、計画の精度の向

上に資する。

　　　 2) 国別特設研修のようにJICA内での関係者が多岐にわたり、地理的にも分散し、共通理解

をもつことが難しくなりがちであるが、PDMの作成を通じて共通理解を図り、責任の分

担を明確にすることができる。

　　　 3) ODA事業への説明責任を果たし、よりよい事業への経験の蓄積を図るための適切なモニ

タリング・評価が可能となる。

　　　 4) 先方政府・機関・研修員とのコンセンサスが形成される。

　　　　　特に、研修事業において、PDMの背後にある「手段－目的」の連鎖関係による整理を

行うことは評価の基準をできるだけ一定にすることに資することが考えられる。 例えば、

研修員にも、それぞれ個人としての興味・関心があるのは当然であり、彼らから寄せら
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れる評価の基準はそのバイアスを反映したものにならざるを得ない。前述した計画時

における先方機関・関係者のコミットメントの取り付けは、研修員にとって研修を彼

らの本業の一環と位置づけ、研修員のニーズと国としての研修ニーズとのずれをでき

るだけ少なくする努力である。PDMが共通理解を整理した文書の形で残っていれば、

研修実施中に寄せられる研修員のコース評価についても、 当該研修員が当初の目的

を十分認識し、コメントしているかどうかを国内機関担当者と研修実施機関担当者が、

検証する際に活用できるなどである。

図５－２　計画と評価

　　(5) 柔軟な実施期間の設定

　国別特設研修の期間については、前出のような国・分野による情報量の違いや、目

標、育成すべき人材量と求められるタイミングを勘案し、案件ごとに適切な期間を考

えるべきある。また、前述のように、新規の国別特設研修の立ち上げについては、現

状は立ち上げの前年度の12月から１月に採択され、当年度に研修を開始し終了するこ

とになっているが、特別案件調査などを実施できたとしても、時間的に研修内容にそ

の調査結果を反映しきれないタイミングになってしまっている場合もある。国別事業

実施計画で中期的な優先事業のローリングプランを策定するという形を今後推進して

いくのであれば、研修の採択から本格的な研修の実施までの期間に、案件によって準

備期間を柔軟に設けることを検討すべきである。

 
Narrative SummaryNarrative SummaryNarrative SummaryNarrative Summary 

Overall GoalOverall GoalOverall GoalOverall Goal 
（上位目標）（上位目標）（上位目標）（上位目標） 
プログラムのプログラム目標 

Project PurposeProject PurposeProject PurposeProject Purpose 
（プロジェクト目標）（プロジェクト目標）（プロジェクト目標）（プロジェクト目標） 
ターゲットグループへの直接便益 
例：研修員所属組織が○○の改善計 
画・政策立案を行う。/△△プロジェク 
トを企画する 

OutputsOutputsOutputsOutputs 
（成果）（成果）（成果）（成果） 
活動を行うことによって、産出される 
財・サービス 
例：研修員が○○できるようになる・ 
××の知識を習得する 
ActivitiesActivitiesActivitiesActivities 
（活動）（活動）（活動）（活動） 
成果を出すための活動 
例：研修・見学の実施 

国内機関国内機関国内機関国内機関 

研修実施機関研修実施機関研修実施機関研修実施機関 

計画計画計画計画 

地域部地域部地域部地域部 

評価評価評価評価 

モニタリングモニタリングモニタリングモニタリング 
（国内機関（国内機関（国内機関（国内機関）））） 

評価評価評価評価 
（国内機関）（国内機関）（国内機関）（国内機関） 

評価評価評価評価 
（地域部）（地域部）（地域部）（地域部） 
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　　(6) 案件採択に必要な情報収集

　一方、前述のチェックリストに回答を用意するためには、相応の現地情報が必要とな

る。国別特設研修のみに限ったことではないが、開発課題とプログラム、プログラムと

各投入スキームが、おのおの後者が前者の実現や、改善に的確につながるものであるこ

とを確保しなければならない。また、国別特設研修については、要望調査票の記述が上

記チェックリストの内容を含むよう徹底する必要がある。第２章に整理したように、案

件採択段階では、地域部は要望調査票の情報が、必ずしも揚げられているプログラム目

標に対し、有効な手段であるのかどうか的確に判断できるような情報ではないと感じて

いる。その一方で、特にこれまでの援助量が少なく、専門家等が派遣できていない国、

あるいは分野については、特に専門的見地に係る情報については、在外事務所のみで収

集することは、困難であると限界を指摘している。また、対象国によっては、先方政府

のキャパシティ不足が顕著で、自らの問題を具体的な研修のニーズにまで落としこむこ

とに、困難を感じている場合がある。このため、当該分野に係る専門家の派遣等がない

場合、事務所の調査機能にかかる負担は甚大である。

　情報の不足を補完するために以下の方策について検討、また既に着手されているもの

については促進されるべきである。

　　　 1) プロジェクト形成調査の対象に国別特設研修も含める。

　　　 2) 国内研修実施機関情報を地域部、在外事務所が閲覧できるようにする。

　　　 3) 研修実施機関によるオファー型、プロポーザル方式を取り入れる。

　　　 4) 研修実施サイクルを多様化し、情報が少ない国・分野等については、調査、実施可能

性の検討に十分時間・費用・人員をかけられるようにする。

　　(7) 研修カリキュラムの策定に必要な情報収集

　研修のカリキュラムの検討・決定については、研修員の抱える背景、対象国の状況に合

わせることが目標達成のためには必須であるが、現状では、必ずしもこれが徹底されてい

ない。現地に専門家や、同一プログラムの連携案件があって、現地の専門的な情報につい

て収集できるチャンネルがあれば、それらの一層の活用を図っていくことが望ましい。そ

の際、前述のように相互が共通の目的をもち、１つの活動の実施が他の実施に不可欠であ

るように組み合わせることが、協力のインセンティブを高める大きな要素である。

　一方、上記のような他の協力手段に頼ることができない案件については、研修コースの

作成にあたる国内機関と、研修実施機関が直接現地の情報を収集することができる特別案

件調査が調査手段として設けられている。しかし、現状では、新規に立ち上げる、あるい

は改編するコースの数に比し、調査の機会が少ない。こうした情報不足が認められる場合



－41－

については、例えば、JICA南アフリカ事務所の提案するように、初年度を研修企画の中身

の確定と両国関係機関の研修に関する共通理解の形成のためのテスト・ラン期間とし、そ

の結果に応じて適当な修正を加え、３年なり５年の国別特設研修を実施することが考えら

れる。 

 

 

 

 

 

図５－３ 情報不足への対策－テストラン期間の設置 

 

 まず、先方関係者と研修実施機関との間に共通認識を醸成するために、事前調査を実施

する。この事前調査においては、日本側研修実施機関で実質的にコース内容を統括する立

場の方に、対象国の現場の状況を確認・把握してもらう。さらに、その認識に基づき、研

修内容の目的や、育成すべき人材の質量、研修対象科目などの大枠について決定する。ま

た、双方の責任分担や、どのように準備を進め、何人をいつまでに研修するかといった研

修期間を決定し、そのモニタリングや評価のタイミングなど案件全体に係るタイムフレー

ムについても合意を形成する。 

 次に、第１回目の研修においては、事前調査の内容を基に研修実施機関が策定した研修

コースの案（カリキュラム・シラバス、見学先等）を事前調査時での協議相手に提示し、

協議のうえ、最終的な研修の詳細を決定する。したがって、実際にコースのターゲットグ

ループに研修を行うのは、第２回の研修からということになる（図５－３）。 

 事前調査については、すべての新設案件に適用することは、予算上困難が伴う可能性も

大きいが、後者の第１回目の研修を双方の協議の場として活用することについては、情報

交換と双方の見解の摺り合わせの場として大いに活用し、研修の質をあげる努力をすべき

である。ほかに情報収集の手段がないなどのケースについては、数回の研修を研修計画の

つめの作業に充てることも考えられる。 

 

  (8) 計画段階における関係者の役割分担 

 国別特設は、特にJICA内での関係部署が非常に多い事業であるうえ、関係部署間の責任

分担が必ずしも明確にされてこなかった経緯がある。このため、特に情報収集の面で誰が

どのような情報の収集を行い、必要な決定事項に責任を負うのかという点が懸案となって

きた。最終的な研修計画実施のどの部分の責任をどの部署が負うのかが明確ではなく、か

 
事前調査事前調査事前調査事前調査 
決定事項：研修の大枠 
     双方の負担事項 
     タイムフレーム（準備過 
     程、協力期間、評価時期） 
ポイント：研修実施機関に現場の状況 
を把握してもらう 

第一回研修第一回研修第一回研修第一回研修 
決定事項：実質的な研修の詳細 
ポイント：事前調査での協議相手に来 
日してもらい、研修実施機関側の作成 
する研修コース案を確認してもらい、 
最終的なコース内容を決定する 

第二回研修第二回研修第二回研修第二回研修 
    →実質的な研修→実質的な研修→実質的な研修→実質的な研修 
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つ情報収集の努力が個人に依存する傾向もあるために、「○○の情報を××がきちんとこち

らに提供しなかった」「情報を収集しようにも専門性をもった人間がいない」などと、双

方で実際に情報の問題を宙に浮いた状態にしてしまい、結果的に問題が解決にあたらずに

終わってしまうケースが構造的に発生しやすい状況となっている。 

 本節では、原則的にはどの部署が何を担当するのが望ましいのか、整理をすることから

始めたい。また、こうした計画における関係者の役割分担は、そのまま、PDM作成にあた

ってどこについて、責任をもって考えるかという形でも整理できる。 

 まず、要望調査までに収集しなければならない情報は、５－２－１の(2)チェックリス

トに回答できるような情報であるが、原則的にこれらを収集し、要望調査票に附して（要

望調査票を改訂することも一案）地域部に提供するのは、在外事務所の担当事項である。 

 次に、地域部においては、在外事務所より提供された情報と、地域部で蓄積された情報、

及び当該国に対する協力の重点課題と重点プログラム、また、国内事業部から提供される

国内での実施可能性を基に、案件の採否を判断する。この際、国別特設研修の仕様（基本

的には、５－２－１の(2)チェックリストへの回答）を決定するのは地域部である。 

 国内機関は、地域部において、決定された上記仕様に基づき、その目標の達成を可能に

する研修成果について具体化し、研修実施機関が担当する研修コースのカリキュラム・シ

ラバスによって、目標に見合う成果が達成できるよう監理する。 

 研修実施機関は、研修成果のあり方について、国内機関と議論して案を提示し、さらに

その成果を達成し得る活動内容（この場合は研修のカリキュラム・シラバス策定）を担当

する。 

 また、カリキュラム・シラバス策定や、見学先の選定などの段階においては、専門的な

内容のレベルの高低や、プログラムの場合は関連との整合性を図るための情報のやりとり

が必要となる。JICAの複数部署の、必ずしもその分野の専門性をもたない担当者が介在す

ることにより、設問の主旨がずれたり、時間がかかったりして、研修実施機関の求める情

報を提供できない場合もある。また、構造上、すべての事項について地域部の関与を求め

ると、現実的には地域部に業務が集中し、ボトルネックとなってしまうことがある。この

ため、プログラム連携型など、体制ができている国別特設研修については、プロジェクト

目標以下、成果のレベルの決定事項については、国内機関と連携案件の専門家、活動レベ

ル（カリキュラム・シラバスレベル）の決定事項については、研修実施機関と連携案件の

専門家が直接情報交換を行うなど、案件の内容や体制に応じて、情報交換の体制を整理す

ることを検討すべきである。こうした体制については、案件採択後、研修実施機関が決定

された時点で関係部署・機関が協議のうえ、合意し、文書の形でとどめておくことが必要

であろう（例：図５－５）。 
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図５－５ 情報収集・発信の分担 

 

 案件形成段階においては、十分な情報に基づき、関係者間での摺り合わせと意識統一を

十分に図りつつ、３年、５年なりの長期的な研修設計を含めた実施計画が練られれば、お

おむね研修としての成果が期待できる体制は整う。ただし、上記のような役割分担をもっ

て作業をしたとしても、研修員と研修実施機関に物理的に距離があり、理想的な研修内容

と研修実施機関が提供できる研修内容との差が生じ、研修効果の発現に結びつかない可能

性も否定できない。特に、相手国機関とJICA、そして研修実施機関との間に協力の経験が

なく、三者の関係の構築から取り組む必要がある場合、現地調査その他の手段をもって、

国を越えて何度も意見の摺り合わせを行うことは、一件の研修立ち上げに投入する時間と

労力が過剰になる可能性がある。 

 このためJICAとして戦略的に案件を立ち上げ、かつ十分な効果が高い確率で発現できる

と考えうるのは、複数の協力形態を組み合わせて案件を形成し、本邦の専門家派遣機関や

国内の支援委員会を研修受入機関とする場合である。第４章において、たびたび指摘され

ているように、こうした場合に共通の目的意識が醸成されやすく、また研修実施中におい

てもそのモニタリングを他の協力コンポーネントと一貫して実施できるため効率的であ

る。とりわけ、相手国機関と本邦の研修実施機関に関係者が常駐している環境は、常時の

モニタリングとフィードバックを可能とする。このため、情報伝達経路の整理も重要であ

るが、それ以前に国別特設研修を連携を前提として採択していくことが重要である。 
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掲載された項目をクリアすることは、研修員を選定する段階で発生するずれをできるだけ

少なくすることにもつながる。対象国側の政府、あるいは今後研修員となる人材の所属す

る機関が、研修を含む協力の全体像と研修の目標を明確に理解し、自らの組織の直面する

課題やミッションのなかで協力全体共々位置づけることになれば、研修員の所属組織のミ

ッションから引き出される研修ニーズと実際に研修を受ける研修員のニーズの乖離や、人

選の問題を最小限に抑えることが可能になる。現状では、国別特設研修について先方と何

らかの合意文書を交わしているケースはまれであり、応募要領（GI）も記載の仕方、配布

の仕方ともに一般から公募する集団研修とさして変わらない状態にある。GIのあり方につ

いては、次項で詳しく述べるが、国別特設研修の特徴を生かすためには、「焦点を絞った

協力」であることを徹底し、国別特設研修単独、あるいはプログラムの一活動要素という

位置づけを明確にするため、相手国と合意文書を取り交わし、相手国側の理解及びコミッ

トメントを確保しておくことが重要である。 

 

  (2) 研修員募集・選定～Special Informationの作成 

 本報告書では、これまで国別特設研修においては、計画の段階で「いつまでに、何のた

めにどのような人材を何人育成すること」が明確になるべきであり、それが集団的成果の

発現につながると論じてきた。しかし、現状では第２章で指摘したように、必ずしも適切

な人材が選定されていない。では、こうして決定されたターゲットグループに属する、つ

まり資格要件を満たし、かつ、研修ニーズを共有する研修員を選定し、招へいするために

は、どのような工夫が必要なのであろうか。 

 現状でも国内機関が工夫していることとしては、GIの資格要件を一層明確にする、定型

の応募書類（A２A３フォーム）の他に別途必要な情報（担当業務の内容、仕事上の問題意

識、解決方法の案等）を、質問票、あるいはジョブレポート等の形式で指定して提出を応

募の要件とするなどがあげられる。さらに、在外事務所において、面接を行ったり、専門

家が選定に関与するケースなどがあるが、在外事務所のキャパシティや相手国政府との関

係から必ずしもこうした手段がとれる国ばかりではない。 

 これまで、国別特設研修においても集団研修と同様にGI（General Information）と称する

募集要項を作成し、配布する形で研修員の募集が行われてきた。GIは、本来、途上国内か

ら的確な人材の応募を図るため、できるだけ広く配布を行う「一般公募」の主旨が強く、

本報告書で提案する国別特設研修の形にはなじまない場合も多いと想定される。つまり、

プログラム目的に資する国別特設研修の場合、目標と育成されるべき人材の明確化を図る

ことにより、参加資格やその所属組織などターゲットグループを限定する要件が詳細なも

のとなるため、研修されるべき人材について公募する必要性はそれほど高くないことが考
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えられる。逆に、集団的成果を発現させるためには、現地の事情を調査し、GIの配布が必

要ないレベルまでターゲットグループを絞り込んで実施することが、今後は求められてい

くであろう。 

 このような場合には、この研修員予備軍に対して、一層詳細な研修の内容、目的、来日

前に準備すべき事項やカントリーレポートの指示、帰国後達成されるべき集団的成果など

の詳細な情報を、PDMほか計画文書から転記し、対象機関に提示すればよいということに

なる。これは、むしろ当該国別特設研修のみに適用されることから、SI（Special Information）

と称するのが妥当である。 

 SIの作成においては、連携案件については、現地専門家の関与が重要であり、また、彼

らが選考自体に加わることも、先方とのプログラムの合意文書に明記することが望ましい

 

５－３ 国別特設研修の評価 

 ５－３－１ 現 状 

 報告書冒頭にも書いたように、本評価は、多くの研修コースの目標・内容が評価可能な形ま

で明確に整理されていないという、非常に評価しにくい状況から始まった。具体的な到達目標

がなければ、目標を達成したのかどうかは，事後に実績を把握したところで判断できない。 

 しかし、これまで述べてきたように、JICAがこれから国別特設研修に「集団的効果」の発現

を意図して計画し、実施するのであれば、効果は出ているのか、全体目標を達成する投入・活

動として適切であったのか、などをマネジメントの一環として明確に把握する必要がある。 

 現状、国別特設研修において実施されている評価・モニタリング的なものとしては以下の５

種類である。（④、⑤については任意） 

   ① 研修コース終了時評価会・反省会 

   ② 研修終了時クエスチョネアなど、研修終了時の研修員からのコース評価 

   ③ 研修実施報告書（研修実施機関、研修監理員報告書を含む） 

   ④ 研修員到達度評価（事前・事後のテストなど、一部のコースで実施） 

   ⑤ ウィークリーレポートなど、研修実施中の研修員からのコース評価 

 ただし、これらはJICAが実施している事業としての評価あるいはモニタリングとしては位置

づけられておらず、単なる実施の報告及びそのための情報の収集作業という位置づけであるこ

とがあげられる。もちろん、マネジメントの一環として、実績についての情報収集は最低限必

要な作業であるが、情報を選択的に収集し、分析することで一層の事業の改善につながること

が考えられる。しかし、現状では、そもそも当初の研修計画が明確でないために、何を基準に

情報を収集し、どのようにそれらを分析すべきかが明らかでない。さらに、このように情報が

事業運営に重要な分析結果という形で加工されていないため、上記各作業の集大成である研修
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実施報告書の事業運営における意味が形骸化している。このため、作成のタイミングもあまり

重要とは認識されず、単に作成すればよいということになり、関係部署へのフィードバック機

能はあまり期待できない状況となっている。 

 また、これら評価・モニタリング的活動は、一回のコース実施に対する活動であり、複数年

度実施した内容について、何らかの判断を下すものとはなっていないため、例えば５年間実施

した研修の最終的な実績とパフォーマンスについては取りまとめられていない。 

 現在、成果重視の事業の運営が求められているなか、国別特設研修においても、評価・モニ

タリング活動を導入していく必要があることはいうまでもない。 

 まず、評価・モニタリングを実施するうえで問題となるのが、関係者の目標と評価基準の共

有である。先に計画の観点からも述べたように、PDMを活用して、目標と評価基準を整理し、

先方政府との合意を得ておくことが望ましい。また、国内機関及び研修実施機関が必要に応じ

何をどこにフィードバックすべきかを判断する基準ともなる。 

 原則的には、計画の際の目標設定担当部署が対応するレベルでの評価も実施することが適切

である。例えば，国別特設研修がプログラムのコンポーネントである場合は、想定された「集

団的効果」が発現し、プログラム目標の達成に貢献しているか、という観点からの評価が適切

であり（プロジェクト目標→上位目標レベルの評価）、地域部あるいは技術協力プロジェクトの

担当部が他の協力形態と併せてプログラム全体として、評価調査を実施する必要がある。 

 

 ５－３－２ 事前評価表の導入～事前から事後までの一貫した評価システム 

 既存の評価につながる活動の整理に並行して、国別特設研修においても事前から事後までの

評価システムを整備していく必要がある。 

 JICAは平成12年度の試行を経て平成13年度から、技術協力事業、無償資金協力事業、開発調

査について事前の評価調査を行い、事業の必要性、目的、内容や成果目標等を取りまとめた「事

業事前評価表」を作成・公表している。「事業事前評価表」は、事前段階の評価結果を簡潔に取

りまとめたものであり、JICAが実施するプロジェクトの概要や成果目標等をより広く一般に周

知することによって、事業の透明性を高め、ODA実施機関としての説明責任を果たしていくこ

とを目的として、JICAホームページに掲載している。 

 JICAはこれまでも、協力実施前にニーズを的確に把握して、適切な協力内容を計画するため

に現地調査を実施したり、協力実施中や終了時に協力結果を評価して、その結果を事業に反映

させることなどにより、質の高い協力を実施することに取り組んできている。現在、この取り

組みを更に強化し、事前段階から中間、事後に至るまでの一貫した評価システムを確立してい

くことにより、一層効果的、効率的な事業を実施していくことを目指している。 
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〈事前評価の目的〉案件実施の意志決定のための情報提供 

 ・対外的に案件実施の妥当性を説明する 

 ・案件実施の成果を表す指標を可能なかぎり定量化する 

 ・案件実施管理、中間・終了時・事後評価でも活用する 

 上記の主旨から判断して、事業事前評価を案件の実施決定が行われる前に実施し、その結果

を公表していくことが望ましい。特に、プログラムの一環として実施される国別特設研修の場

合においては、プログラムの事前評価の一環として実施することが適当である。案件としての

事前評価は、プロジェクト・ドキュメント作成ガイドラインや事前評価マニュアル（作成予定）

に詳細が記載されているが、国別特設研修部分について特に確認すべき事項は、５－２－１で

あげたチェックリストに十分な回答が出せるかということに加え、当該国別特設研修で参加研

修員が「どのような項目について、どのレベルまで習得するか」という到達目標を明確にし、

さらにそれら到達目標をクリアした研修員に対して、よりどのような変化を起こすことを目標

とし、それを何で測るのかという点をはっきりさせることであろう。 

 

 ５－３－３ 評価のやり方～評価とモニタリングの整理 

 ５－３の冒頭で、現状行われている各種の評価・モニタリング的活動の現況をあげたが、今

後、計画の段階で目標及び評価基準が明確にされた場合にどのように評価を実際行っていくの

かという点が問題となる。 

 研修事業において、まず確認すべきであるのが研修終了時に当初想定されていたアウトプッ

ト（５－２－１で説明済み）が達成されたかどうかという点である。前述のとおり、研修の終

了時点でまず各研修員個人の段階、あるいは研修の内容によってはグループとして達成される

べき内容があり、５－３－１であげた現在行われている諸活動は、原則的には研修実施一回ご

とに、進行状況をチェックし必要に応じ、軌道修正するために実施するモニタリング活動と位

置付けるのが適当であると考えられる。これは各回の実施ごとに当初の研修目標に比し、実績

はどの程度上がっており、それが満足のいかないものであるのであれば、どのように修正すべ

きか検討する機会となるものだからである。 

 上記の観点から、研修員到達度評価は研修終了時点でのアウトプットの確認という意味で必

須のものであり、事前・事後のテストやレポート、アクションプラン等成果品の内容、講師の

評価等で確認すべき内容である。 

 また、研修員の到達度を複数の観点から確認する手段としては、研修員によるウィークリー

レポートや、クエスチョネア、評価会での議論等があり得るが、同時に、研修員がその研修を

通じて十分に期待されたアウトプットに到達できるカリキュラム内容であったか、補助教材等

は十分であったかなどを確認することにも活用可能である。 



－48－

 また、研修員自身による評価のやり方を工夫することも協力の内容によっては有効であろう。

従来の研修員個人個人による評価に加え、「集団的効果」の発現を促進すべく、グループとして

研修内容に対する評価と提言を取りまとめさせることや、相手国政府との合意内容、所期の目

的を正確に踏まえた議論をさせ、次回の研修での改善点や、国に帰ってどのように活用するか

具体的な計画のアウトラインを提示してもらうことで研修の効果を一層高めていくことが可能

となる。 

 他方、研修結果の内容が必ずしも適切にフィードバックされていないケースがあるが、研修

終了時の評価会などから得られる情報については、連携案件や、在外事務所、地域部等にフィ

ードバックして何らかの判断・コメントを仰ぐ必要があるかを、国内機関・研修実施機関が反

省会の場で判断し、そうした情報がある場合は、早急に連絡できる体制をつくることが望まし

い。 
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４．現地調査日程及び面談者リスト 

５．現地調査質問票 

６．国内アンケート集計結果 

７．国内インタビュー結果 

８．現地調査結果 
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